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1 はじめに 

 

2023年 4月、こども家庭庁が創設され、社会全体で子育て家庭を支援する機運が高まっ

ている。「結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じられる社会の実現、少子化の克服」

の政策では、地方自治体の創意工夫により、妊娠期から出産・子育てまでの一貫した伴走型

相談支援と経済的支援の一体的実施が推進されている。 

一方、妊娠・出産や子育てに関する背景として、日本では、夫の協力が欧米に比べて少な

い現状がある。例えば、家事を行う時間は欧米諸国の半分以下であること（厚生労働省、

2022）が指摘されている。また、夫の家事・育児時間が長いと妻は産後も仕事を続けられる

割合が高いことや夫が休日の家事・育児をしている程、子どもを複数持つ割合が高いこと

（厚生労働省、2022）も報告されている。このような背景から、状況に応じた柔軟な育児休

業取得が可能となるように、政府は育児・介護休業法の改正の一環で、2022 年 10 月 1 日

に産後パパ育休が施行され、育児休業の促進に向けた取り組みが行われている。 

高山市では、2024年度に「（仮称）高山市子どもにやさしいまちづくり計画」の改定を予

定している。本計画改定には、市内の妊婦を取り巻く現状をふまえた上で、国の取り組みで

ある妊娠期からの支援の反映が必要である。しかし、市では、これまで、妊婦やその配偶者・

パートナーの現状を把握するための実態調査は行われて来なかった。妊婦を取り巻く現状

と課題を明らかにすることは、市の計画改定および国の・「妊娠期から出産・子育てまでの一

貫した伴走型相談支援」および「経済的支援の一体的実施の推進」に関する施策立案の検討

のための一助となると考える。 

そこで、今回、妊婦を取り巻く現状と課題を明らかにすることを目的として、妊婦および

配偶者・パートナーを対象にアンケートによる実態調査を実施した。 

 

 

2 研究目的 

 

 高山市の施策立案の基礎的資料とするために、妊婦と配偶者・パートナーを対象とした質

問紙調査を実施し、子育て環境の現状と課題を明らかにする。  
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3 調査方法 

 

3.1 研究デザイン 

 質問紙調査法を用いた質的記述的研究である。 

 

3.2 データ収集方法 

Survey Monkey（Survey Monkey社製）を使用したWeb調査である。 

3.2.1 調査期間 

調査期間は、2023年 10月 5日（発送）から 2023年 11月 8日である。 

依頼文は 2回に分けて郵送した。初回は 2023年 10月 5日に封書にて発送した。依頼文

「子育て環境に関する調査」には回答期限を 10月末日と明記した。次に、未回答者の回答

を促す目的で、2023年 10月 20日に同じ書面を葉書にて対象者全員に再送した。調査用紙

希望者には、用紙の郵送と回答の返送日数を考慮して 11月 8日を期限とした。 

以上より、オンラインおよび郵送の最終期限は 2023年 11月 8日とした。 

3.2.2 対象 

 妊婦検診登録者（2023年 10月 1日現在）239名とその配偶者・パートナーである。 

3.2.3 依頼方法 

 妊婦用および配偶者・パートナー用のアンケート接続先 QR コードを付した調査協力の

依頼文「子育て環境に関する調査」を妊婦に郵送し、妊婦と配偶者・パートナーに協力を依

頼した。調査用紙希望者には、一般財団法人 飛騨高山大学連携センターに連絡して頂き、

指定期限までに投函するよう記した依頼文と共に調査用紙を郵送した。 

3.2.4 調査内容 

 調査項目は、居住地や妊娠週数、就労状況等の属性、職場環境、妊娠中や子育て期の生活

状況、子育て支援の施策等で構成され、妊婦は計 37 問、配偶者・パートナーは計 21 問で

ある。 

 

3.3 分析方法 

 分析方法は単純集計、クロス集計、カイ二乗検定、自由記述は内容分析と共に、Text 

Mining Studio Ver.7.1.2（NTTデータ数理システム社製）を用いた単語頻度分析および共

起ネットワーク分析を行った。 

 

3.4 信頼性と妥当性の確保 

 調査内容および設問について、市担当課職員および飛騨高山大学連携センター担当者が

原案を作成後、目白大学研究者との三者の協議において、調査項目および設問に関する信頼

性と妥当性を確保した。 
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 分析については、目白大学研究者間で検討すると共に、第 5 回飛騨高山学会にて中間報

告を行い、会場参加者や市担当課職員からの質問や意見を反映することで、信頼性と妥当性

の確保に努めた。 

 

3.5 倫理的配慮 

 研究の主旨、目的および方法、協力は自由意思であること、協力しないことで不利益を被

ることはないこと、無記名回答であること、統計学的処理により個人は特定されないこと、

正解や不正解を求めるものではないこと、取得データは匿名化した上で大学研究者等が分

析・集計をすること、回答にかかる時間を「子育て環境に関する調査」に明記して依頼した。 

 データは一般社団法人 飛騨高山大学連携センターが取得したが、Survey Monkeyの E-

Mail アドレス自動取得の設定解除を施し、E-Mail アドレスの個人情報は取得していない。  
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4 調査結果 

 

4.1 回答状況 

配付数 238部（239部発送・1部宛所不明で不達）、紙媒体希望者への郵送数および回収

数は妊婦、配偶者・パートナー共に 1 件あった。回収数（紙媒体含む）は妊婦 156 件（回

収率 65.5％）、配偶者・パートナー72 件（回収率 30.3％）であった。有効回収数（有効回

答率）は、妊婦 143名（60.0％）、配偶者・パートナー70名（29.4％）であった。また、妊

婦と配偶者・パートナーの同一世帯の有効回答数は 52件であった。 

 

4.2 属性 

居住地域と出身地、妊娠週数と出産週数、生計を共にする世帯員、現在の就労状況、現在

の職業、現在の勤務地 について、順に述べる。妊婦と配偶者・パートナーの両者に対する

設問については、設問ごとに両者の結果を示す。 

4.2.1 居住地域と出身地・・・妊婦問２、問３／配偶者・パートナー問２、問３ 

居住地域を図（図 4.2.1_1）に示す。 

妊婦（n=143）は、「高山地域」120名（83.9％）、次いで、「丹生川地域」7名（4.9％）、

「清見地域」、「一之宮地域」、「高根地区」が各 4名（2.8％）、「荘川地域」、「久々野地域」

が各 2名（1.4％）であり、「朝日地域」と「国府地域」はいなかった。 

配偶者・パートナー・（n=70）は、・「高山地域」61名（87.1％）、次いで、・「清見地域」3名

（4.3％）、・「国府地域」2名（2.9％）、・「丹生川地域」、・「一之宮地域」、・「久々野地域」、・「朝日

地域」が各 1名（1.4％）であり、「荘川地域」と「高根地区」はいなかった。 

 妊婦と配偶者・パートナーの居住地域の割合はほぼ同様であり、8 割以上が「高山地域」

であった。 

 

図 4.2.1_1 居住地（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

 次に、出身地を図（図 4.2.1_2）に示す。 

妊婦（n=143）は、「高山市内」90名（62.9％）が最も多く、次いで、「岐阜県外」23
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名（16.1％）、「高山市外飛騨地域内（下呂市、飛騨市、白川村）」と「飛騨地域外岐阜県

内」が各 15名（10.5％）であった。 

配偶者・パートナー（n=70）では、「高山市内」51名（72.9％）と最も多く、次いで、

「岐阜県外」11名（15.7％）、「高山市外飛騨地域内（下呂市、飛騨市、白川村）」5名

（7.1％）、「飛騨地域外岐阜県内」3名（4.3％）であった。 

出身地は、妊婦と配偶者・パートナーの割合はほぼ同様であり、6、7 割が「高山市内」

であった。・「高山市外飛騨地域内」と合わせると、妊婦 105名（73.4％）、配偶者・パートナ

ー56名（80.0％）と 7、8割を占めていた。一方、飛騨地域外は全体で約 2、3割、そのう

ち、県外は 15、16％であった。 

 

図 4.2.1_2 出身地（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

4.2.2 妊娠週数と出産回数・・・妊婦問４、問５／配偶者・パートナー問４、問５ 

妊娠週数の妊婦の回答を図（図 4.2.2_1）に示す。 

妊婦（n=139）の回答は、10週から 40週の間で、平均週数は 25.6（±9.1）週であった。 

 

図 4.2.2_1 妊娠週数（妊婦：数値回答） 
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ここで、厚生労働省が示す妊婦健診の受診の目安である「妊娠初期から妊娠 23週まで

は 4週間に 1回、妊娠 24週 から妊娠 35週までは 2週間に 1回、妊娠 36週から 出産ま

では週 1回」を参考に、「初期～23週 6日目」、「24週 1日目～35週 6日目」、「36週 1日

目～出産」の層別に区分した図（図 4.2.2_2）を示す。 

妊婦（n=139）では、「初期～23週 6日目」56名（40.3％）、「24週 1日目～35週 6日

目」55名（39.6％）、「36週 1日目～出産」28名（20.1％）であり、配偶者・パートナー

（n=70）は、「初期～23週 6日目」31名（44.3％）、「24週 1日目～35週 6日目」24名

（34.3％）、「36週 1日目～出産」15名（21.4％）であった。 

妊婦は、4週間に 1回の健診時期である「初期～23週 6日目」と 2週間に 1回の時期で

ある「24週 1日目～35週 6日目」がそれぞれ約 4割であったのに対して、配偶者・パー

トナーでは、4週間に 1回の健診時期である「初期～23週 6日目」が 2週間に 1回の時期

である「24週 1日目～35週 6日目」よりも回答者が 1割多く、4割強であった。 

 

図 4.2.2_2 妊娠週数（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

次に、今回迎える出産を含めた出産回数を図（図 4.2.2_3）に示す。 

妊婦（n=143）は「初めて」71 名（49.7％）、「２回以上」72 名（50.3％）でほぼ同数、

配偶者・パートナー・（n=69）では、「初めて」38名（55.1％）、「2回以上」31名（44.9％）

と「初めて」と回答した者が約 1割多かった。 

 

図 4.2.2_3 出産回数（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 
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4.2.3 生計を共にする世帯員・・・妊婦問６／配偶者・パートナー問６ 

生計を共にする回答者以外の世帯員（複数回答可）を図（図 4.2.3）に示す。 

妊婦（n：回答者数 142名・累計 257件）は「配偶者・パートナー」141名（99.3％）、

「子ども」63名（44.4％）、「母親または義理の母親」23名（16.2％）、「父親または義理

の父親」21名（14.8％）、「兄弟姉妹または義理の兄弟姉妹」5名（3.5％）、「その他」4名

（2.8％）であり、「いない（あなた 1人の世帯）」はいなかった。「その他」の内訳は、「祖

母」、「配偶者の祖父母」であった。 

配偶者・パートナー（n：回答者数 68名・累計 125件）は、「配偶者」66名

（97.1％）、「子ども」28名（41.2％）、「母親または義理の母親」13名（19.1％）、「父親

または義理の父親」14名（20.6％）、「兄弟姉妹または義理の兄弟姉妹」2名（2.9％）、

「その他」2名（2.9％）であり、「その他」の内訳は、「祖母」であった。 

妊婦は一人世帯と回答した者はおらず、殆どの者が「配偶者・パートナー」を主とした

生計を共にする世帯員がいると回答した。配偶者・パートナーも同様であった。また、妊

婦、配偶者・パートナー共に 4割強が「子ども」と回答しており、子育て中の者であっ

た。 

 

図 4.2.3 生計を共にする世帯員（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

4.2.4 現在の就労状況・・・妊婦問７、問２０／配偶者・パートナー問７ 

現在の就労状況と産休前の就労状況を図（図 4.2.4_1）に示す。 

妊婦（n=140）は、「現在フルタイムで就労している（週 5日程度・1日 8時間程度）」

50名（35.7％）であり、次いで、「現在産休中だが、産休前はフルタイムで就労していた

（週 5日程度・1日 8時間程度）」30名（21.4％）であった。「もともと仕事をしておらず

現在も仕事をしていない」は 26名（18.6％）であり、「現在パート・アルバイト等をして

いる（フルタイム以外の就労）」25名（17.9％）、「現在産休中だが、産休前はパート・ア

ルバイト等をしていた（フルタイム以外の就労）」9名（6.4％）であった。「現在フルタイ

ムで就労している（週 5日程度・1日 8時間程度）」と「現在産休中だが、産休前はフルタ

イムで就労していた（週 5日程度・1日 8時間程度）」を合わせた産休前の就労状況は、フ
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ルタイム就労は 80名（57.1％）、フルタイム以外の就労は 34名（24.3％）であった。 

 

図 4.2.4_1 現在の就労状況（左）と産休前の就労状況（右）（妊婦） 

 

配偶者・パートナーの就労状況を図（図 4.2.4_2）に示す。 

妊婦の回答（n=139）では、配偶者・パートナーの就労状況を「配偶者・パートナーは

就労している」137名（98.6％）、「配偶者・パートナーは就労していない」2名（1.4％）

と回答していた。 

一方、配偶者・パートナーは自身の就労状況について、全体（n=69）のうち、「現在フ

ルタイムで就労している（週 5日程度・1日 8時間程度）」67名（97.1％）、「現在パー

ト・アルバイト等をしている（フルタイム以外の就労）2名（2.9％）と回答しており、

「もともと仕事をしておらず現在も仕事をしていない」と回答した者はいなかった。 

  

図 4.2.4_2 配偶者・パートナーの就労状況（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

 さらに、妊婦の就労状況（（図 4.2.4_1）と生計を共にする世帯員のうち子どもの有無（（図

4.2.3）についてのクロス集計を図（図 4.2.4_3・図 4.2.4_4）に示す。 
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妊娠中の現在、生計を共にする世帯員のうち、子どもの有無つまり上の子の子育て中かど

うかを確認した。全体（n=140）のうち、フルタイムの就労とフルタイム以外の就労では、

「仕事をしていない」のうち、6割強が「上の子がいる」、・「フルタイムの就労」では、7割

近くが「上の子がいない」であった。「フルタイム以外の就労」では、上の子の有無はほぼ

同じ割合であった。 

 

図 4.2.4_3 妊婦の就労状況と上の子の有無（妊婦） 

 

 

図 4.2.4_4 妊婦の就労状況と上の子の有無（妊婦） 

 

4.2.5 現在の職業・・・妊婦問８／配偶者・パートナー問８ 

現在の職業（複数回答可）を図（図 4.2.5）に示す。 

妊婦・（n・：回答者数 111名・・累計 113件）は、・「民間企業の正社員」31名（27.9％）が最

も多く、次いで、「パート・アルバイト・日雇い・非常勤職員」30名（27.0％）、・「公務員な

どの正職員」15名（13.5％）、「会社役員」14名（12.6％）、・「団体職員」と・「自営業（専従

業者を含む）」が 10 名（9.0％）の順であった。「契約社員・派遣社員・嘱託職員」は 2 名

（1.8％）、「自由業・フリーランス」1名（0.9％）で、「その他」はいなかった。 
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配偶者・パートナー・（n=68）は、「民間企業の正社員」31名（45.6％）が最も多く、次い

で、「会社役員」14名（20.6％）、「自営業（専従業者を含む）」9名（13.2％）、「団体職員」

7名（10.3％）、「公務員などの正職員」5名（7.4％）の順であった。「契約社員・派遣社員・

嘱託職員」と「パート・アルバイト・日雇い・非常勤職員」は各 1名（1.5％）であり、「自

由業・フリーランス」と「その他」はいなかった。 

現在の職業では、妊婦は配偶者・パートナーに比べて、「パート・アルバイト・日雇い・

非常勤職員」の割合が 3割弱と高く、「公務員などの正職員」も 1割強と若干高かった。 

 

図 4.2.5 現在の職業（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

4.2.6 現在の勤務地・・・妊婦問１３／配偶者・パートナー問１３ 

 現在の勤務地を図（図 4.2.6）に示す。 

妊婦・（n=109）は、「高山市内」99名（90.8％）、「高山市外飛騨地域内（下呂市、飛騨市、

白川村）」8 名（7.3％）、「飛騨地域外岐阜県内」と「岐阜県外」は各 1 名（0.9％）であっ

た。 

配偶者・パートナー・（n=66）は、「高山市内」59名（89.4％）、「高山市外飛騨地域内（下

呂市、飛騨市、白川村）」7名（10.6％）、「飛騨地域外岐阜県内」と「岐阜県外」はいなかっ

た。 

 

図 4.2.6 現在の勤務地（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 
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4.2.7 小括 

回答者の 6、7割が高山市内の出身であり、3、4割は転入者である。 

配偶者・パートナーは、妊婦に比べて・「初期から 23週 6日目」の回答が 1割多く、妊娠

初期から妊娠中期頃の者の関心の高さや回答の時間的ゆとりがあると考えられた。また、出

産回数においても、妊婦が「初めて」と「2回以上」が約半数であったことに比べて、配偶

者・パートナーでは、・「初めて」の回答者が 1割多く、関心の高さや回答への意欲、時間的

ゆとりが考えられた。 

就労状況では、配偶者・パートナーは 97.1％がフルタイムで就労しているのに対して、

妊婦は 6割弱がフルタイム就労、3割弱がフルタイム以外の就労、2割弱が産休前から仕事

をしていない割合であった。また、子育て中の妊婦は、就労状況の回答者 140名中、63名

（45.0％）であった。 

 

4.3 職場環境 

 妊娠中や子育て期の職場環境として、 妊婦の職場環境、配偶者の職場環境、育児休暇取

得の予定、育休（育児休業）取得の予定、育児休暇と育休（育児休業）の取得予定、出産後

の就労予定について、順に述べる。 

4.3.1 妊婦の職場環境・・・妊婦問９、問１０、問１１ 

妊婦の働きやすさに関する認識を図（（図 4.3.1_1）に示す。全体（n=111）のうち、・「働き

やすい」と回答した妊婦は 80名（72.1％）、一方、・「働きにくい」は 31名（27.9％）であっ

た。 

 

図 4.3.1_1 職場の働きやすさ（妊婦） 

 

 ・「働きやすい」と回答した 80名（72.1％）が回答した働きやすい理由（（複数回答可）を

図（図 4.3.1_2）に示す。 

全体（n：回答者数 77 名・累計 249 件）のうち、「妊娠や子育てに理解がある」66 名

（85.7％）が最も多く 8割を超えていた。次いで、「突発的な休暇（体調不良や上の子ども
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の病気等）が取得しやすい」38 名（49.4％）、「出産・子育てはお互い様という雰囲気があ

る」35名（45.5％）であり、約半数の者が働きやすい理由に挙げていた。そして、「職場に

あまり気兼ねなく産休・育休が取得できる」28 名（36.4％）、「身体に負担がかからない業

務内容である」23 名（29.9％）、「妊娠・子育てに合わせて、時短やオンライン等の勤務形

態の調整がしやすい」21名（27.3％）、「産休・育休取得による人員調整がしやすい」15名

（19.5％）、「業務量が妥当である（残業が少ない）」14 名（18.2％）、「産休や育休明けに、

子育てしながら働きやすい部署への異動をして貰える」6名（7.8％）の順であった。「その

他」3名（3.9％）の記述では、「自営で身体や体調に合わせてできる」、「フルリモート・フ

ルフレックスのため休憩等行いやすい」、「家族でやっているから」を理由としていた。 

 

図 4.3.1_2 働きやすい理由（妊婦） 

 

一方、「働きにくい」と回答した 31名（27.9％）が回答した働きにくい理由（複数回答

可）を図（図 4.3.1_3）に示す。 

全体（n：回答者数 31名・累計 96件）のうち、「身体に負担がかかる業務内容である」

22名（71.0％）が最も多く 7割を超えていた。次いで、「妊娠・子育てに合わせて、時短

やオンライン等の勤務形態の調整がしにくい」16名（51.6％）、「突発的な休暇（体調不良

や上の子どもの病気等）が取得しにくい」15名（48.4％）に約半数の妊婦が働きにくい理

由に挙げていた。「産休や育休明けに、子育てしながら働きやすい部署への異動が難し

い」と「産休・育休取得による人員調整がしにくい」が同数の 11名（35.5％）であり、

「業務量が多い（残業が多い）」10名（32.3％）、「産休・育休取得には、かなり気を遣

う」5名（16.1％）、「妊娠や子育てに理解がない」3名（9.7％）、「出産・子育てはお互い

様という雰囲気がない」1名（3.2％）であった。「その他」2名（6.5％）では、「早く休み

に入って欲しいという雰囲気がある」、「産休制度がない」との回答があった。この他、
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「仕事に対する精神的ストレスが悪阻に現れるため、悪阻期間は誰でも心置きなく簡単に

休める制度があれば良い」との回答もあった。 

 

図 4.3.1_3 働きにくい理由（妊婦） 

 

 次に、働きやすい理由と働きにくい理由（複数回答可）の比較を表（表 4.3.1_4）と図

（図 4.3.1_4）に示す。 

働きやすい理由と働きにくい理由の設問について、各選択肢を内容別に「妊娠や子育て

の理解」、「お互い様という雰囲気」、「人員調整」、「勤務形態調整」、「部署への異動」、「気

兼ねのない制度の取得」、「突発的な休暇の取得」、「残業」、「業務内容の身体への負担」と

して、その割合を算出した。「働きやすい」と回答した 80名（72.1％）が選択した働きや

すい理由の回答者の割合と「働きにくい」と回答した 31名（27.9％）が選択した働きに

くい理由の回答者の割合との割合の比較である。 

 グラフの見方は、次の通りである。「妊娠や子育ての理解」を例に挙げると、「働きやす

い」と回答した者が「妊娠や子育てに理解がある」を理由に挙げた割合である 85.7％と

「働きにくい」と回答した者が「妊娠や子育てに理解がない」を理由に挙げた割合である

9.7％に着目して、「働きやすい」85.7％と「働きにくい」9.7％の割合比較では、それぞれ

89.9％と 10.1％となる。 

妊娠中や子育て期の働きやすい職場環境では、上位 3位は、「お互い様という雰囲気」、

「妊娠や子育ての理解」、「気兼ねのない制度の取得」の順であった。一方、働きにくい職

場環境の上位 3位は、「部署への異動」、「業務内容の身体への負担」、「勤務形態調整」で

あった。また、「突発的な休暇の取得」は「働きやすい」、「働きにくい」の両者がほぼ同

じ割合であった。 
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表 4.3.1_4 働きやすい理由と働きにくい理由の比較（妊婦） 

 

 

 

図 4.3.1_4 働きやすい理由と働きにくい理由の比較（妊婦） 

 

4.3.2 配偶者の職場環境・・・配偶者・パートナー問９、問１０、問１１ 

配偶者・パートナーの職場について、配偶者が妊婦である理解や配慮に関する認識を図

（図 4.3.2_1）に示す。 

全体（n=67）のうち、「理解や配慮がある」55名（82.1％）、「理解や配慮がない」12

名（17.9％）であり、8割強が「理解や配慮がある」と回答していた。 

回答数 回答率 割合（%） 回答数 回答率 割合（%）

妊娠や子育ての理解 66 85.7 89.9 3 9.7 10.1

お互い様という雰囲気 35 45.5 93.4 1 3.2 6.6

人員調整 15 19.5 35.4 11 35.5 64.6

勤務形態の調整 21 27.3 34.6 16 51.6 65.4

働きやすい部署への異動 6 7.8 18.0 11 35.5 82.0

気兼ねのない制度の取得 28 36.4 69.3 5 16.1 30.7

突発的な休暇の取得 38 49.4 50.5 15 48.4 49.5

残業 14 18.2 36.0 10 32.3 64.0

業務内容の身体への負担 23 29.9 29.6 22 71.0 70.4

働きやすい 働きにくい
理由
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図 4.3.2_1 職場の理解や配慮（配偶者・パートナー） 

 

「理解や配慮がある」と回答した 55名（82.1％）が回答した理解や配慮があると感じ

た理由（複数回答可）を図（図 4.3.2_2）に示す。 

全体（n：回答者数 54名・累計 152件）のうち、最も多かった理由は「職場での産前・

産後の休業や育休期間などの制度がある」39名（72.2％）であった。次いで、6割近くが

「父親も育児に参加することを認める雰囲気がある」32名（59.3％）を理由に挙げ、「突

発的な休暇（体調不良や上の子どもの病気等）が取りやすい」28名（51.9％）も半数程い

た。この他、「勤務形態の調整がしやすい」21名（38.9％）、「休暇に対する人員調整がし

やすい」17名（31.5％）、「１歳～小学校就学までの子を養育する場合などの時間外勤務の

時短制度がある」10名（18.5％）、「子育てしながら働きやすい部署への異動ができる」2

名（3.7％）の順で多かった。「その他」3名（5.6％）には記述回答はなかった。 

一方、「理解や配慮がない」と回答した 12名（17.9％）が回答した理解や配慮がないと

感じた理由（複数回答可）を図（図 4.3.2_3）に示す。 

全体（n：回答者数 12名・累計 34件）のうち、「休暇に対する人員調整が難しい」8名

（66.7％）、「職場での産前・産後の休業や育休期間などの制度がない」7名（58.3％）、

「突発的な休暇（体調不良や上の子どもの病気等）が取りにくい」6名（50.0％）、「勤務

形態の調整が難しい」5名（41.7％）、「父親が育児に参加することを認める雰囲気がな

い」と「子育てしながら働きやすい部署への異動が難しい」が各 3名（25.0％）、「１歳～

小学校就学までの子を養育する場合などの時間外勤務の時短などの制度がない」2名

（16.7％）であった。「その他」はなかった。 
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図 4.3.2_2 理解や配慮があると感じた理由（配偶者・パートナー） 

 

 

図 4.3.2_3 理解や配慮がないと感じた理由（配偶者・パートナー） 

 

 次に、理解や配慮がある理由と理解や配慮がない理由（複数回答可）の比較を表（表

4.3.2_4）と図（図 4.3.2_4）に示す。理解や配慮がある理由と理解や配慮がない理由の設

問について、各選択肢を内容別に「職場の育休等の制度」、「時間外勤務の時短制度」、「育児

参加を認める雰囲気」、「人員調整」、「勤務形態の調整」、「働きやすい部署への異動」、「突発

的な休暇の取得」として、その割合を算出した。「理解や配慮がある」と回答した 55名（82.1％）

が選択した理解や配慮がある理由の回答者の割合と「理解や配慮がない」と回答した 12名

（17.9％）が選択した理解や配慮がない理由の回答者の割合との割合の比較である。 
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表 4.3.2_4 理解や配慮がある理由と理解や配慮がない理由の比較（配偶者・パートナー） 

 

 

グラフの見方は、次の通りである。「職場の育休等の制度」を例に挙げると、「理解や配慮

がある」と回答した者が「職場での産前・産後の休業や育休期間などの制度がある」を理由

に挙げた割合である 72.2％と「理解や配慮がない」と回答した者が「職場での産前・産後の

休業や育休期間などの制度がない」を理由に挙げた割合である 58.3％に着目して、・「理解や

配慮がある」72.2％と・「理解や配慮がない」58.3％を割合比較では、それぞれ 55.3％と 44.7％

となる。 

 

図 4.3.2_4 理解や配慮がある理由と理解や配慮がない理由の比較（配偶者・パートナー） 

 

配偶者・パートナーの職場における配偶者が妊婦であることに対する理解や配慮では、

「理解や配慮がある」では、上位 3 位は「育児参加を認める雰囲気」、「職場の育休等の制

度」、「時間外勤務の時短制度」の順であった。一方、「理解や配慮がない」上位 3位は、「働

きやすい部署への異動」、「人員調整」、「勤務形態の調整」の順であった。また、「突発的な

休暇の取得」と「勤務形態の調整」は「理解や配慮がある」、「理解や配慮がない」の両者が

ほぼ同じ割合であった。 

回答数 回答率 割合（%） 回答数 回答率 割合（%）

職場の育休等の制度 39 72.2 55.3 7 58.3 44.7

時間外勤務の時短制度 10 18.5 52.6 2 16.7 47.4

育児参加を認める雰囲気 32 59.3 70.3 3 25.0 29.7

人員調整 17 31.5 32.1 8 66.7 67.9

勤務形態の調整 21 38.9 48.3 5 41.7 51.7

働きやすい部署への異動 2 3.7 12.9 3 25.0 87.1

突発的な休暇の取得 28 51.9 50.9 6 50.0 49.1

理由
理解や配慮がある 理解や配慮がない



18 

 

なお、配偶者・パートナーは妊婦と比較して回答数が少ないため、1件の違いが割合に影

響している。 

4.3.3 妊婦の育児休暇取得の予定・・・妊婦問１６、問１７、問１８、問１９ 

妊婦の育児休暇取得の予定を図（図 4.3.3_1）に示す。 

全体（n=113）のうち、「取得する」94名（83.2％）に対して、「取得しない」は 19名

（16.8％）であった。取得期間は、「6ヶ月以上 12ヶ月未満」38名（40.4％）、「1年以上

1年 6ヶ月未満」28名（29.8％）、「未だ決めていない」13名（13.8％）、「1年 6ヶ月以上

3年未満」10名（10.6％）、「1月以上 3ヶ月未満」と「3ヶ月以上 6ヶ月未満」各 2名

（2.1％）、「1ヶ月未満」1名（1.1％）であった。 

 

図 4.3.3_1 育児休暇取得の予定（左：有無／右：期間）（妊婦） 

 

育児休暇を取得する理由（複数回答可）を図（図 4.3.3_2）に示す。 

全体（n：回答者数 94名・累計 380件）のうち、最も多い理由は、「子どもと過ごす時

間を大切にしたい」が最も多く 82名（87.2％）であった。次いで、「子どもの成長を間近

で見たい」58名（61.7％）、「子育ての楽しみを味わいたい」と「育児休暇を利用する権利

がある」が各 45名（47.9％）、「子育てと仕事との両立が難しい」35名（37.2％）、「子育

てを配偶者・パートナーと楽しみたい」と「職場に取得が当たり前の雰囲気がある」が各

32名（34.0％）、「配偶者・パートナーが取得しない・しづらい」20名（21.3％）、「職場

の業務調整がしやすく取得することにあまり気兼ねしない」12名（12.8％）、「取得による

昇給や昇格等の影響への不安がない」11名（11.7％）、「取得による経済的な不安がない」

8名（8.5％）であり、「その他」はなかった。 
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図 4.3.3_2 育児休暇を取得する理由（妊婦） 

 

一方、育児休暇を取得しない理由（複数回答可）を図（図 4.3.3_3）に示す。 

全体（n：回答者数 14名・累計 28件）のうち、最も多い理由は、「収入を減らしたくな

い」、「職場で育児休暇制度が整備されていない」、「自営業で育児休暇がとれない」の各 5

名（35.7％）であり、次いで、「育児休暇を取得しない形でも働ける（時短、オンライン等

の勤務形態など）」3名（21.4％）、「職場の人手不足」と「自分にしかできない業務や担当

がある」が各 2名（14.3％）、「職場の理解がない」と「必要性を感じない」が各 1名

（7.1％）であった。「昇給・昇格等キャリアに影響が出る」と「配偶者・パートナーや家

族が望んでいない」の回答はなかった。「その他」4名（28.6％）の内訳は、「自営と内職

のため休暇は取るが育児休暇にはならない」、「職場を退職する・退職した」、「雇用保険を

払っている期間が足りなかった・就職して 1年未満のため取得できない」であり、制度取

得のための条件を満たさない回答が主であった。 
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図 4.3.3_3 育児休暇を取得しない理由（妊婦） 

 

4.3.4 配偶者・パートナーの育休取得の予定・・・・妊婦問２１、問２２／配偶者・パートナ

ー問１４，問１５、問１６、問１７ 

 配偶者・パートナーの育休（産後パパ育休・育児休業・パパママ育休プラス）の取得につ

いての妊婦の思いを図（図 4.3.4_1）に示す。 

妊婦（n=137）は、・「取得してほしい」100名（73.0％）に対して、「取得しなくてもよい」

37名（27.0％）であった。 

 

図 4.3.4_1 配偶者・パートナーの育休取得に対する思い（妊婦） 

 

 一方、配偶者・パートナーの育休取得を望まない理由（複数回答可）を図（図

4.3.4_2）に示す。 

全体（n：回答者数 32名・累計 51件）のうち、「収入が減る」22名（68.8％）が最も

多く、次いで、「里帰りをする」9名（28.1％）、「親族（実父母や義理の父母など）が手伝
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いに来てくれる」7名（21.9％）、「配偶者・パートナーがいることによって、自分の家事

などが増える」6名（18.8％）、「出世や昇進に響きそうだ」4名（12.5％）、「配偶者・パ

ートナーの家事育児が頼りにならない」3名（9.4％）であった。里帰りや親族が手伝いに

来てくれる等、サポート体制があることにより望まないケースと家事が増えることや頼り

にならないこと等、悪影響があることにより望まないケースがあった。 

 

図 4.3.4_2 配偶者・パートナーの育休取得を望まない理由（妊婦） 

 

 次に、配偶者・パートナーの育休取得の予定を図（図 4.3.4_3）に示す。 

全体（n=69）のうち、「取得する」25名（36.2％）、「取得しない」31名（44.9％）、「未

定（分からない）」13名（18.8％）であり、取得するよりも取得しない割合が高かった。取

得期間・（n=23）は、「出産直後から出産後 4週間まで」が最も多く 15名（65.2％）であり、

次いで、「出産後 1ヶ月以上 6ヶ月未満」5名（21.7％）、「出産後 1年以上 1年 2ヶ月まで」

2名（8.7％）、「出産後 6ヶ月以上 12ヶ月未満」1名（4.3％）であった。 

 

図 4.3.4_3 育休取得の予定（左：有無／右：期間）（配偶者・パートナー） 

 

配偶者・パートナーが育休取得する理由（複数回答可）を図（図 4.3.4_4）に示す。 

全体（n：回答者数 25名・累計 103件）のうち、最も多い理由は、「子どもと過ごす時
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間を大切にしたい」21名（84.0％）であり、次いで、「子育てを配偶者・パートナーと楽

しみたい」17名（68.0％）、「子どもの成長を間近で見たい」14名（56.0％）、「子育ての

楽しみを味わいたい」と「配偶者の育児や家事の負担を減らしたい」が各 11名

（44.0％）、「育休を利用する権利がある」6名（24.0％）、「職場の業務調整がしやすく取

得することにあまり気兼ねしない」5名（20.0％）、「職場に取得が当たり前の雰囲気があ

る」と「取得による経済的な不安がない」が各 4名（16.0％）、「取得による昇給や昇格等

の影響への不安がない」、「子育てと仕事との両立が難しい」、「配偶者に取得を望まれた」

が各 3名（12.0％）、「配偶者・パートナーが取得しない・しづらい」1名（4.0％）であっ

た。「その他」の回答はなかった。 

 

図 4.3.4_4 育休取得の理由（配偶者・パートナー） 

 

一方、配偶者・パートナーが育休取得しない理由（複数回答可）を図（図 4.3.4_5）に

示す。 

全体（n：回答者数 30名・累計 58件）のうち、最も多い理由は、「職場の人手不足」13

名（43.3％）が最も多く、次いで、「収入を減らしたくない」11名（36.7％）、「自分にし

かできない業務や担当がある」10名（33.3％）、「職場で育休制度が整備されていない」9

名（30.0％）、「職場の理解がない」5名（16.7％）、「自営業で育休がとれない」4名

（13.3％）、「育休を取得しない形でも働ける（時短、オンライン等の勤務形態など）」3名

（10.0％）であり、「昇給・昇格等キャリアに影響が出る」、「必要性を感じない」、「配偶者

や家族が望んでいない」は各 1名（3.3％）であった。「配偶者に取得を望まれた」と「配

偶者の育児や家事の負担を減らしたい」を回答したものはいなかった。 
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図 4.3.4_5 育休取得をしない理由（配偶者・パートナー） 

 

4.3.5 育児休暇と育休（育児休業）の取得予定 

 妊婦の育児休暇取得と配偶者・パートナーの育休（育児休業）の取得予定を図（再掲図

4.3.3_1・再掲図 4.3.4_3）に示す。 

 

図 4.3.3_1 育児休暇取得の予定（左：有無／右：期間）（妊婦） 

 

 

図 4.3.4_3 育休取得の予定（左：有無／右：期間）（配偶者・パートナー） 
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妊婦の育児休暇は・「取得する」94名（83.2％）に対して、配偶者・パートナーの育休（育

児休業）は「取得する」25名（36.2％）であった。取得期間では、妊婦は「6ヶ月以上 12

ヶ月未満」38名（40.4％）、「1年以上 1年 6ヶ月未満」28名（29.8％）が多く、配偶者・

パートナーは、・「出産直後から出産後 4週間まで」15名（65.2％）、「出産後 1ヶ月以上 6ヶ

月未満」5名（21.7％）が多かった。 

このように、妊婦は育児休暇取得予定者が 8割超に比べて、配偶者・パートナーでは育休

（育児休業）取得予定者は 4割弱であった。取得期間では、配偶者・パートナーは 1ヶ月や

半年の取得が多く、妊婦は 1年や 1年半の比較的長期間の取得が多かった。 

次に、妊婦と配偶者・パートナーの取得する理由（（複数回答可）を表（（表 4.3.5_1）と図

（図 4.3.5_1）に示す。 

取得する理由の設問について、その回答率から換算した妊婦と配偶者・パートナーの割合

を算出した。但し、「配偶者に取得を望まれた」と「配偶者の育児や家事の負担を減らした

い」は配偶者・パートナーのみの選択肢である。また、配偶者・パートナーは・「取得する」

が 25名（36.2％）と母数が低い上での比較となる。 

 表およびグラフの見方は、次の通りである。「子どもとも時間を大切にしたい」を例に挙

げると、妊婦 87.2％、配偶者・パートナー84.0％が理由に挙げているため、妊婦と配偶者・

パートナーの割合では、妊婦 50.9％と配偶者・パートナー49.1％となる。 

「子どもとの時間を大切にしたい」、「子どもの成長を間近で見たい」、「子育ての楽しみを

味わいたい」、「昇給や昇格等の影響への不安がない」は、妊婦と配偶者・パートナーがほぼ

同率であった。妊婦の上位 3位は、「配偶者・パートナーが取得しない・しづらい」、「子育

てと仕事との両立が難しい」、・「職場に取得が当たり前の雰囲気がある」であり、次いで、「育

児休暇を利用する権利がある」であった。一方、配偶者・パートナーの上位 3位は、「子育

てを配偶者と楽しみたい」、「取得による経済的な不安がない」、「職場の業務調整がしやすく

取得することにあまり気兼ねしない」であった。 

 

表 4.3.5_1 妊婦と配偶者・パートナーの取得する理由の比較 

 

回答数 回答率 割合（%） 回答数 回答率 割合（%）

子どもとの時間を大切にしたい 82 87.2 50.9 21 84.0 49.1

子どもの成長を間近で見たい 58 61.7 52.4 14 56.0 47.6

子育ての楽しみを味わいたい 45 47.9 52.1 11 44.0 47.9

子育てを配偶者と楽しみたい 32 34.0 33.4 17 68.0 66.6

職場に取得が当たり前の雰囲気がある 32 34.0 68.0 4 16.0 32.0

職場の業務調整がしやすく気兼ねしない 12 12.8 39.0 5 20.0 61.0

取得による経済的な不安がない 8 8.5 34.7 4 16.0 65.3

昇給や昇格等の影響への不安がない 11 11.7 49.4 3 12.0 50.6

子育てと仕事との両立が難しい 35 37.2 75.6 3 12.0 24.4

配偶者が取得しない等 20 21.3 84.2 1 4.0 15.8

育休を利用する権利がある 45 47.9 66.6 6 24.0 33.4

配偶者に取得を望まれた 3 12.0 100.0

配偶者の育児や家事の負担を減らしたい 11 44.0 100.0

妊婦 配偶者・パートナー
理由
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図 4.3.5_1 妊婦と配偶者・パートナーの取得する理由の比較 

 

 さらに、妊婦と配偶者・パートナーの取得しない理由（複数回答可）を表（表 4.3.5_2）

と図（図 4.3.5_2）に示す。 

取得しない理由の設問について、その回答率から換算した妊婦と配偶者・パートナーの割

合を算出した。また、配偶者・パートナーは「取得しない」が 31名（44.9％）と母数が低

い上での比較となる。 

 表およびグラフの見方は、次の通りである。「職場の理解がない」を例に挙げると、妊婦

7.1％、配偶者・パートナー16.7％が理由に挙げているため、妊婦と配偶者・パートナーの

割合は妊婦 30.0％、配偶者・パートナー70.0％となる。 

「収入を減らしたくない」は、妊婦と配偶者・パートナーがほぼ同率であった。妊婦の上

位 3 位は、「自営業で育児休暇がとれない」、「育児休暇を取得しない形でも働ける（時短、

オンライン等の勤務形態など）」、「必要性を感じない」であった。・「昇給・昇格等キャリアに

影響が出る」と「配偶者・パートナーや家族が望んでいない」は妊婦には回答した者はおら

ず、配偶者・パートナーは 1名の回答であった。したがって、これ以外の上位 3位は、配偶

者・パートナーは、「職場の人手不足」、「職場の理解がない」、「自分にしかできない業務や
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担当がある」であった。 

 

表 4.3.5_2 妊婦と配偶者・パートナーの取得しない理由の比較 

 

 

図 4.3.5_2 妊婦と配偶者・パートナーの取得しない理由の比較 

 

4.3.6 出産後の就労予定・・・妊婦問１２／配偶者・パートナー問１２ 

出産後の妊婦と配偶者・パートナーの就労予定を図（図 4.3.6）に示す。 

妊婦（n=107）は、「現在の職場に復帰し、そのまま働く（時短、オンライン等の勤務形

態などを含む）」88名（82.2％）、「現在の職場はやめて、別の職場に転職する」と「現在

の職場はやめて、しばらく子育てに専念する」が各 6名（5.6％）、「現在の職場に復帰する

が、子育てしながら働きやすい部署に異動する」4名（3.7％）、「その他」3名（2.8％）で

あった。「その他」では、「育休明けに飛騨地域の職場に異動する」、「配偶者次第で仕事を

回答数 回答率 割合（%） 回答数 回答率 割合（%）

職場の理解がない 1 7.1 30.0 5 16.7 70.0

育児休暇を取得しない形でも働ける 3 21.4 68.2 3 10.0 31.8

職場の人手不足 2 14.3 24.8 13 43.3 75.2

自営業で育児休暇がとれない 5 35.7 72.8 4 13.3 27.2

収入を減らしたくない 5 35.7 49.3 11 36.7 50.7

自分にしかできない業務や担当がある 2 14.3 30.0 10 33.3 70.0

昇給・昇格等キャリアに影響が出る 0 0.0 0.0 1 3.3 100.0

必要性を感じない 1 7.1 68.2 1 3.3 31.8

配偶者・パートナー等が望んでいない 0 0.0 0.0 1 3.3 100.0

育児休暇制度が整備されていない 5 35.7 54.3 9 30.0 45.7

妊婦 配偶者・パートナー
理由
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辞めることになる」、「転勤となれば転職するか検討する」といった配偶者や異動に関する

回答があった。 

一方、配偶者・パートナーは配偶者の出産後は、全体（n=61）のうち、「現在の職場を

継続し、そのまま働く（時短、オンライン等の勤務形態などを含む）」48名（78.7％）が

最も多く約 8割であった。次に、「現在の職場はやめて、しばらく子育てに専念する」と

回答した者が 7名（11.5％）いた。この他、「現在の職場はやめて、別の職場に転職す

る」2名（3.3％）、「現在の職場を継続するが、子育てしながら働きやすい部署に異動す

る」1名（1.6％）であった。「その他」3名（4.9％）では、「育休取得後復帰」と「無職」

であった。 

 

図 4.3.6 出産後の就労予定（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

4.3.7 小括 

 妊娠中や子育て期の職場環境として、妊婦が働きやすいと捉える理由のうち、「妊娠や

子育ての理解」が最も多く、「お互い様という雰囲気」も 3位と上位であった。一方、配

偶者・パートナーが捉える配偶者が妊婦であることに対する理解や配慮があると捉える理

由では、「育児参加を認める雰囲気」が 2位と上位であった。妊婦の「働きやすい」・・「働

きにくい」と配偶者・パートナーの「理解や配慮がある」・「理解や配慮がない」の割合比

較からも、職場の理解や雰囲気が両者共に高かった。 

 育児休暇等の制度では、妊婦は「気兼ねのない制度の取得」が 4番目に多く、「働きや

すい」・「働きにくい」の割合比較においても「働きやすい」の上位 3位と割合が高かっ

た。配偶者・パートナーでは、「職場の育休等の制度」が最も多く、「理解や配慮があ

る」・「理解や配慮がない」の割合比較においても、「理解や配慮がある」の上位 2位とな

っていた。妊婦は制度の取得のしやすさが「働きやすい」と捉えている一方、配偶者・パ
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ートナーは、制度があることを「理解や配慮がある」と捉えていた。 

育児休暇等の制度や取得状況では、妊婦では育児休暇を「取得する」予定が 83.2％、配

偶者・パートナーは育休（育児休業）を「取得する」予定が 36.2％であった。2023年 8

月に行われたWeb調査「仕事と育児の両立支援制度に関する意識・実態調査 2023」（日

本労働組合総連合会，2023）（表 4.3.7_1）の「育児休業」、「産後パパ育休」を比較する

と、今回の調査は割合が高かった。しかし、全国調査が取得済みであるのに対して、今回

の調査は取得予定を尋ねたものであり、配偶者・パートナーについては低下する可能性が

ある。また、本調査は、小学生以下の子どもがいる 20歳から 59歳の働く男女 1,000名の

有効サンプルから集計したものである。これから出産予定である今回の調査とは取得に最

長 5年の差がある。5年間に国や自治体の施策や企業の取り組みも進んでいることが考え

られ、一概に高いとは言えない。 

育児休業の取得期間では、今回の調査では、妊婦が「6ヶ月以上 12ヶ月未満」40.4％、

「1年以上 1年 6ヶ月未満」29.8％と高い割合で、配偶者・パートナーで高いものは、「出

産直後から出産後 4週間まで」65.2％、「出産後 1ヶ月以上 6ヶ月未満」21.7％であっ

た。前述の全国調査（日本労働組合総連合会，2023）では、女性が「1年から 1年半未

満」27.1%、「半年から 1年未満」26.0％であり、男性は「1週間から 1か月未満」

33.1%、「1か月から 3か月未満」18.9％であった。妊婦は全国調査と比べて、「半年から 1

年未満」では 26.0％に対して 40.4％と高く、「1年から 1年半未満」も 27.1％に対して

29.8％と若干高かった。配偶者・パートナーでは「1週間から 1か月未満」33.1%に対し

て、今回の調査では 65.2％と高かった。 

 

表 4.3.7_1 仕事と育児の両立のために利用したことがある両立支援制度 

  

日本労働組合総連合会（2023）仕事と育児の両立支援制度 

に関する意識・実態調査 2023 の一部を基に西山里利が作成 

 

 「突発的な休暇の取得」は、妊婦および配偶者・パートナー共に、「働きやすい」・「働

きにくい」、「理解や配慮がある」・「理解や配慮がない」の割合比較でほぼ同じ割合であ

り、回答数では妊婦が「働きやすい」2位、「働きにくい」3位、配偶者・パートナーでは

男性 女性

育児休業 25.4 58.4

産後パパ育休 11.0 －

短時間勤務制度 6.8 25.8

時間外労働の制限 6.6 6.6

所定外労働の制限 4.8 5.2

深夜業の制限 2.6 4.0

割合（％）
制度の種類
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「理解や配慮がある」3位、「理解や配慮がない」3位と多かった。突発的な休暇の取得の

取りやすさ取りにくさが、働きやすさと働きにくさ、理解や配慮があるとないの理由に影

響していた。 

 さらに、妊婦の「働きにくい」では、「業務内容の身体への負担」、「勤務形態調整」、

「働きやすい部署への異動」、「人員調整」の割合が高く、「働きやすい」・「働きにくい」

の割合比較においても、「働きやすい部署への異動」、「業務内容への身体への負担」、「勤

務形態調整」が「働きにくい」として割合が高かった。したがって、業務内容や形態、異

動や人員等の調整の柔軟さを求めていると考えられる。また、配偶者・パートナーにおい

ても、「理解や配慮がない」の 1位が「人員調整」であり、「理解や配慮がある」・「理解や

配慮がない」の割合比較では「働きやすい部署への異動」、「人員調整」、「勤務形態の調

整」が上位 3位であった。このことから、配偶者・パートナーも妊婦同様に、業務内容や

形態、異動や人員等の調整の柔軟さを求めており、妊娠中や子育て期の職場環境として、

ポイントになると考えられた。 

 勤務時間や形態の制度について、日本能率協会総合研究所（2021）が実施した 20代か

ら 40代で 3歳未満の子どもを持つ男性正社員（1,000 人）、女性正社員（1,000人）、女性

非正社員（1,000 人）を対象としたWeb調査「仕事と育児等の両立支援に関するアンケ

ート調査報告書」によると制度が「ある」と回答した者の割合を表（表 4.3.7_2）に示

す。今回の調査では、「働きやすい」と回答した妊婦のうち、「妊娠・子育てに合わせて、

時短やオンライン等の勤務形態の調整がしやすい」と回答した者は 27.3％、「理解や配慮

がある」と回答した配偶者・パートナーのうち、「勤務形態の調整がしやすい」38.9％であ

り、前述の全国調査に比べて、制度が整備されている割合が低かった。 

 

表 4.3.7_2 柔軟な働き方を可能にする職場の制度 

 

出典「日本能率協会総合研究所（2021）厚生労働省委託事業（令和 2 年度（仕事と 

育児等の両立に関する実態把握のための調査研究事業（仕事と育児等の両立支援に 

関するアンケート調査報告書〈労働者調査〉」の一部を基に西山里利が作成（ 

 

前述の調査（日本労働組合総連合会，2023）（表 4.3.7_2）のうち、「短時間勤務制度」、

男性・正社員 女性・正社員 女性・非正社員

始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ 51.7 52.0 32.9

フレックスタイム制 51.9 36.0 23.4

裁量労働制（みなし労働時間） 40.9 28.3 19.0

短時間勤務制度、短日勤務制度（短時間
正社員制度を含む）

47.4 67.6 37.8

在宅勤務制度 51.5 37.4 24.4

テレワーク、サテライトオフィス、コ
ワーキングスペース、シェアオフィス等

46.7 32.3 21.7

割合（％）

時
間

形
態

制度の種類
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「時間外労働の制限」、「所定外労働の制限」を利用した者の割合は、女性の「短時間勤務

制度」以外は男女共に 10％にも満たない状況であった。今回の調査では、「働きやすい」

と回答した妊婦のうち、「妊娠・子育てに合わせて、時短やオンライン等の勤務形態の調

整がしやすい」と回答した者は 27.3％、「理解や配慮がある」と回答した配偶者・パート

ナーのうち、「勤務形態の調整がしやすい」38.9％であり、前述の全国調査に比べて利用率

は高いことが推察された。 

育児休暇や育休（育児休業）を取得しない理由では、妊婦は「収入を減らしたくな

い」、「職場で育児休暇制度が整備されていない」、「自営業で育児休暇がとれない」が同数

で最も多く、配偶者・パートナーでは、「職場の人手不足」、「収入を減らしたくない」、

「自分にしかできない業務や担当がある」の順で多かった。 

小学校４年生未満の子の育児を行いながら就労している正社員の男女各 1,000人を対象

に 2023年に行ったWeb調査（日本能率協会総合研究所，2023）では、取得しない理由に

ついて、女性は「収入を減らしたくなかったから」が 34.0％と最も高く、次いで「自分に

しかできない仕事や担当している仕事があったから」25.5％、「会社で育児休業制度が整備

されていなかったから」19.1％であり、男性では「収入を減らしたくなかったから」

39.9％、「職場が育休を取得しづらい雰囲気だった」または「会社や上司、職場の育児休業

取得への理解がなかったから」22.5％、「自分にしかできない業務・担当している仕事があ

る」22.0％、「残業が多い等業務が繁忙であった」21.9％の順で高かった。 

また、内閣府による「少子化社会に関する国際意識調査報告書調査」（2021）では、出

産・育児休暇を取得しない理由について、「業務が繁忙で休むことが難しかったから」が

最も高く 39.4％、次いで、「出産・育児に関する休暇制度がなかったから」37.4％、「休む

ことによる、減収が懸念されたから」26.2％であった。 

今回の結果は、「収入を減らしたくない」はこれら全国調査の結果と同様の結果であっ

た。妊婦の「職場で育児休暇制度が整備されていない」と配偶者・パートナーの「自分に

しかできない業務や担当がある」は、全国調査（日本能率協会総合研究所，2023）の女

性、男性の結果と同様であった。今回の結果で高かった妊婦の「自営業で育児休暇がとれ

ない」、配偶者・パートナーの「職場の人手不足」については、「自営業で育児休暇がとれ

ない」では、店舗等の観光業、畜産等の農業、伝統工芸や個人事業主等を背景とした理由

であると考えられる。「職場の人手不足」は、全国調査では選択肢になく比較できない

が、地域の慢性的な人手不足が考えられる。加えて、全国調査（日本能率協会総合研究

所，2023）では、育児休業を取得しなかった回答者に、どのような制度であれば取得でき

たかを尋ねており、男性では、「特に制度上の問題はなかった」39.7％、次いで「育児休業

中にもある程度柔軟に就労できる仕組みがあればよかった」36.3％となっており、女性で

は、「特に制度上の問題はなかった」44.1％、次いで「育児休業中にもある程度柔軟に就労

できる仕組みがあればよかった」37.8％であった。今回の調査では妊娠中の調査であり、
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育児休暇の取得は予定として回答して貰ったが、全国調査では、「育児休業中にも柔軟に

就労できる仕組み」を求めている報告があったことから、今回の調査で妊婦、配偶者・パ

ートナー共に多かった「収入を減らしたくない」とも関連していると考えられる。 

 出産後の就労予定では、妊婦は、「現在の職場に復帰し、そのまま働く（時短、オンライ

ン等の勤務形態などを含む）」82.2％が最も多かった。全国 1,000調査区に居住する妻の年

齢が 55歳未満の夫婦（回答者は妻）を対象に行った調査では、第 1子出産前後の妻の就業

継続率は 5年間で 5割台から 7割に上昇しており、2015年から 2019年に出産した妻では

69.5％に達すること、就業継続者の 79.2%は育児休業制度を利用していたこと・（国立社会保

障・人口問題研究所，2023）が報告されている。今回の調査結果は、全国調査と比べて就業

継続率が高いと言える。 

 

4.4 妊娠中や子育て期の生活状況 

妊娠中や子育て期の生活状況として、里帰り出産の予定、家事や育児を担う者、配偶者・

パートナーが育休を取得した場合に期待すること、出産後に父親としてしたいこと、日常生

活で気をつけていること、妊婦の心理状態、相談先、情報の入手方法について、順に述べる。

妊婦と配偶者・パートナーの両者に対する設問については、設問ごとに両者の結果を示す。 

4.4.1 里帰り出産の予定・・・妊婦問１４、問１５ 

妊婦の里帰り出産の予定を図（図 4.4.1）に示す。 

全体（n=139）のうち、・「いいえ（里帰りしない）」72名（51.8％）が半数以上であり、「は

い（里帰りする）」は 58名（41.7％）、「未定（わからない）」は 9名（6.5％）であった。ま

た、予定期間（n=58）は「1 ヶ月以上 2 ヶ月未満」20 名（34.5％）が最も多く、次いで、

「1 ヶ月未満」13名（22.4％）、「3ヶ月以上」8名（13.8％）、「2ヶ月以上 3 ヶ月未満」7

名（12.1％）の順で多かった。「未だ決めていない」は 10名（17.2％）であった。 

 

図 4.4.1 里帰り出産の予定（左：有無／右：期間）（妊婦） 

 

4.4.2 家事や育児を担う者・・・妊婦問２４ 

 家事や育児を妊婦以外で担う者（複数回答可）を図（図 4.4.2）に示す。 
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全体（n・：回答者数 129名・累計 225件）のうち、・「配偶者・パートナー」115名（89.1％）

が最も多く、次いで、「母親または義理の母親」66 名（51.2％）、「父親または義理の父親」

22名（17.1％）、「兄弟姉妹または義理の兄弟姉妹」11名（8.5％）であり、「いない（妊婦

自身だけが担う）」は 8名（6.2％）であった。また、「その他」3名（2.3％）の内訳は、「祖

母」、「夫の祖母」、「義理の両親と同居しているが、ほぼ協力は得らない」であった。 

約 6％の妊婦が、「いない（妊婦自身だけが担う）」と回答していた。生計を共にする世帯

員として、「配偶者・パートナー」は 141名（99.3％）であったが、家事や育児を担う者に

「配偶者・パートナー」と回答していない者が 1割弱いた。 

 

図 4.4.2 家事や育児を担う者（妊婦） 

 

4.4.3 配偶者・パートナーが育休を取得した場合に期待すること・・・妊婦問２３ 

配偶者・パートナーが育休を取得した場合に期待することを表（（表 4.4.3）と図（（図 4.4.3）

に示す。回答数は「子育ての大変さを分かち合いたい」（n=135）、「一緒に子育てを楽しみ

たい」（n=134）、「上の子の世話をしてほしい」（n=117）、「家事の多くを担ってほしい」

（n=135）、「自分の心身の大変さを理解してほしい」（n=135）、「自分の心身の回復をいた

わってほしい」（n=135）、「特にしてほしいことはない」（n=143）、「その他」（n=4）である。 

「期待する」では、「一緒に子育てを楽しみたい」117名（87.3％）が最も多く、次いで、

「子育ての大変さを分かち合いたい」98名（72.6％）、「上の子の世話をしてほしい」82名

（70.1％）、「自分の心身の回復をいたわってほしい」88 名（65.2％）、「自分の心身の

大変さを理解してほしい」81名（60.0％）の順で多かった。一方、「家事の多くを担ってほ

しい」は 75 名（55.6％）と低かった。「特にしてほしいことはない」は全て無回答であっ

た。「期待しない」では、「上の子の世話をしてほしい」20名（17.1％）と多かった。 

「その他」は、「取得しても積極的に育児に取り組んでくれるのかは別問題」、「一緒に子

どもの成長を間近でみたい」、「仕事に復帰しても家事育児の分担がスムーズになる」、「一緒

に苦難を乗り越えていきながら育児の楽しみを共有したい」という回答であった。 
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表 4.4.3 配偶者・パートナーが育休を取得した場合に期待すること（妊婦） 

 

 

 

図 4.4.3 配偶者・パートナーが育休を取得した場合に期待すること（妊婦） 

 

4.4.4 出産後に父親としてしたいこと・・・配偶者・パートナー問１８ 

 出産後、配偶者・パートナーの父親としてしたいことを表（表 4.4.4）と図（図 4.4.4）

に示す。回答数は、「子育ての大変さを分かち合いたい」（n=65）、「一緒に子育てを楽しみ

たい」（n=66）、「上の子の世話をしたい」（n=58）、「家事の多くを担いたい」（n=66）、「配

偶者の心身の大変さを理解したい」（n=66）、「配偶者の心身の回復をいたわりたい」（n=65）、

「その他」（n=1）であった。 

「したい」では、「一緒に子育てを楽しみたい」63名（95.5％）、「配偶者の心身の回復を

いたわりたい」60名（92.3％）、「上の子の世話をしたい」53名（91.4％）が 9割超であっ

た。また、「子育ての大変さを分かち合いたい」58名（89.2％）、「配偶者の心身の大変さを

理解したい」58 名（87.9％）も 9 割弱と多かった。一方、「家事の多くを担いたい」は 44

名（66.7％）と低かった。なお、「その他」の記述は、設問に対する回答ではなかった。 

 

 

 

 

 

回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）

子育ての大変さを分かち合いたい 98 72.6 32 23.7 3 2.2 2 1.5

一緒に子育てを楽しみたい 117 87.3 15 11.2 2 1.5 0 0

上の子の世話をしてほしい 82 70.1 14 12 1 0.8 20 17.1

家事の多くを担ってほしい 75 55.6 49 36.3 8 5.9 3 2.2

心身の大変さを理解してほしい 81 60.0 48 35.5 4 3.0 2 1.5

心身の回復をいたわってほしい 88 65.2 40 29.6 5 3.7 2 1.5

期待する やや期待する あまり期待しない 期待しない
項目
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表 4.4.4 出産後に父親としてしたいこと（配偶者・パートナー） 

 

 

 

図 4.4.4 出産後に父親としてしたいこと（配偶者・パートナー） 

 

4.4.5 日常生活で気をつけていること・・・妊婦問２７、問２８ 

 妊娠中の自身や胎児のために日常生活で気を付けていることの有無について、図（図

4.4.5_1）に示す。 

全体（n=137）のうち、・「日常生活で気を付けている」125名（91.2％）、「特に日常生活で

気を付けていない」12名（8.8％）であり、9割超が「日常生活で気を付けている」と回答

していた。 

 

図 4.4.5_1 気を付けていることの有無（妊婦） 

回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）

子育ての大変さを分かち合いたい 58 89.2 6 9.2 1 1.5

一緒に子育てを楽しみたい 63 95.5 2 3 1 1.5

上の子の世話をしたい 53 91.4 4 6.9 1 1.7

家事の多くを担いたい 44 66.7 21 31.8 1 1.5

配偶者の心身の大変さを理解したい 58 87.9 7 10.6 1 1.5

配偶者の心身の回復をいたわりたい 60 92.3 3 4.6 2 3.1

したい ややしたい あまりしたくない
項目
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また、日常生活で気を付けていること（（複数回答可）について、図（（図 4.4.5_2）に示す。 

全体（n：回答者数 124名・累計 685件）のうち、「健診結果からあなたやおなかの赤ち

ゃんの状態を把握する」104 名（83.9％）が最も多く、次いで、「食事の量や内容」80 名

（64.5％）、・「日常生活の過ごし方」70名（56.5％）、「あなたの体重管理」69名（55.6％）、

「家族や友人などに話を聞いてもらう」64名（51.6％）、・「感症 の予防」56名（45.2％）、

「おなかの赤ちゃんに話しかける」53名（42.7％）、・「 や口の中の健康」47名（37.9％）、

「身体に負担のない働き方」45 名（36.3％）、「好きなリラックスする方法を実行する」29

名（23.4％）、「腰痛予防などの足腰の負担軽減」27名（21.8％）、・「先 ママの話を聞き、出

産後をイメージする」23名（18.5％）、「持病の管理」14名（11.3％）であった。・「その他」

4名（3.2％）の内訳は、・「好きなことをする時間を持ちストレスを溜めない」、「転ばないよ

うに気を付ける」、「冷やさないようにする」、「無理をせず疲れたら休む（寝る・家事が出来

ない時は諦める）」であった。 

 

図 4.4.5_2 気を付けていること（妊婦） 

 

4.4.6 妊婦の心理状態・・・妊婦問３０、問３１、問３２、問３３、問３４ 

 妊婦の不安の程度を表（表 4.4.6_1）と図（図 4.4.6_1）に示す。 

全体（各項目：n=136）のうち、「妊娠による身体の変化」、「出産」、「子育て」のうち、

「出産」が「とても不安」33 名（24.3％）、「やや不安」70 名（51.5％）を合わせて、103

名・（75.8％）が不安であると回答しており、最も高かった。次に、「子育て」であり、「とて

も不安」24名（17.6％）、「やや不安」76名（55.9％）であり、100名（73.5％）と高かっ

た。 
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表 4.4.6_1 不安の程度（妊婦） 

 

 

 

図 4.4.6_1 不安の程度（妊婦） 

 

 次に、子育てが始まるにあたっての不安（（複数回答可）について、図（（図 4.4.6_2）と「そ

の他」の内訳を表（表 4.4.6_2）示す。 

全体（n・：回答者数 133名・累計 437件）のうち、・「経済的なこと」87名（65.4％）が最

も多く、次いで、「育児と家事、仕事との両立」85名（63.9％）、・「子育ての方法」78名（58.6％）、

「子どもの成長」66名（49.6％）、「子育て中に受けられる支援がわからない」44名（33.1％）、

「自分の身体のこと」42名（31.6％）、・「孤立感や孤独感」23名（17.3％）、「特に感じてい

る不安はない」5名（3.8％）であった。「その他」7名（5.3％）の内訳は、「子育て」、「他

の保護者との関係づくり」、「障がいがあった場合の周りの無理解」であった。「子育て」で

は、・「上の子との育児」がイメージできないことや「双子育児」、配偶者・パートナーや母親

が多忙でサポートが得にくい等から、「ワンオペ」育児が想定されることの不安であった。 

 

回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）

妊娠による身体の変化 20 14.7 49 36.0 55 40.4 12 8.8

出産 7 5.1 26 19.1 70 51.5 33 24.3

子育て 7 5.1 29 21.3 76 55.9 24 17.6

不安はない あまり不安はない やや不安 とても不安
項目
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図 4.4.6_2 子育てが始まるにあたっての不安（妊婦） 

 

表 4.4.6_2 子育てが始まるにあたっての不安：（「その他」の内訳（妊婦） 

 

 

 次に、気分の落ち込みについて妊婦が妊娠前と比較した回答を図（図 4.4.6_3）に示す。

妊婦・（n=136）が認識する妊娠前との比較では、「ある（ひどく落ち込むことがある）」33名

（24.3％）、「ない（ひどく落ち込むことはない）」103名（75.7％）であった。 

 

図 4.4.6_3 妊娠前と比較した気分の落ち込み（妊婦） 

 

また、家族以外の支援の必要性を図（図 4.4.6_4）に示す。 

家族以外の支援について、全体（n=33）のうち、・「必要である（家族以外の支援が欲しい）」

数

上の子との育児 4

ワンオペ 2

双子 1

1

1

子育て

内容

他の保護者との関係づくり

障がいがあった場合の周りの無理解



38 

 

18名（54.5％）、「必要でない（家族以外の支援は必要ない）」15名（45.5％）であった。 

 

図 4.4.6_4 家族以外の支援の必要性（妊婦） 

 

気分の落ち込みに対する家族以外の必要な支援について、設問「家族以外の支援として、

気分の落ち込みに対してどのような支援が必要（欲しい）ですか。1,000文字以内で具体的

にお答えください」の回答を表（表 4.4.6_4）に示す。 

記述は 12件あった。オムツやミルクの消耗品やチャイルドシートの購入に関する「物資

等」、・「上の子の預かり」では、無料回数券や預け先まで行けないためのタクシーを要望して

いる者もいた。「市の支援に関する情報提供」では、妊娠初期に医療従事者から障がいの説

明を受けて落ち込んだ経験からの記述であった。また、「体調に応じた休める制度」では、

産休までの間の悪阻や気分の落ち込みに対する休暇制度の冒用であった。「専門家の意見・

アドバイス」や「話を聞いてくれる」ことの回答もあり、それらを満たす人や場を要望して

いた。さらには、「定期的なアンケート」では、職場の理解がなく退職できないことや他の

要因もあり毎日涙が止まらない状態であったが、相談先に連絡する勇気もなかった経験か

ら、今回の調査のようなアンケートがあると良いとの意見もあった。 

 

表 4.4.6_4 気分の落ち込みに対する家族以外の必要な支援（妊婦） 

 

数 内容・理由

チャイルドシート購入 1

オムツやミルク等 1

無料回数券含む 2

託児時に利用できるタクシー 1 預け先まで行けない

市の支援に関する情報提供 障がいのある子の医療、福祉、療育 1

体調に応じた休める制度 悪阻や気分の落ち込み 1

イラついて子どもに当たる 1

眠れない 1

相談にのってくれる人 1

土日関係なく利用できる 1

定期的なアンケート － 1 誰にも相談できない時にあると良い

物資等

話を聞いてくれる

家族以外に必要な支援

専門家の意見・アドバイス

上の子の預かり
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次に、妊娠週数および出産回数と心理状態のクロス集計を図（図 4.4.6_5）に示す。 

「ひどく落ち込むことがある」者は、・「初期～23週 6日目」よりも、「24週 1日目～35週

6 日目」で多く、出産回数が「2 回以上」よりも「初めて」の者の割合が高かった。また、

家族以外の支援の必要性（図 4.4.6_6）では、「初期～23週 6日目」の割合が高かった。 

 

図 4.4.6_5 妊娠週数・出産回数と気分の落ち込みの有無（妊婦） 

 

 

図 4.4.6_6 妊娠週数・出産回数と家族以外の支援の必要性（妊婦） 

 

さらに、「妊娠による身体の変化」、「出産」、「子育て」に関する不安についてのクロス集

計を図（図 4.4.6_7・図 4.4.6_8・図 4.4.6_9）に示す。 

「妊娠による身体の変化」に関する不安では、出産回数が「2 回以上」よりも「初めて」

の「とても不安」・「やや不安」の割合が高く、妊娠週数の 3区分の割合に違いは見られなか

った。「出産」に関する不安では、「2回以上」よりも「初めて」の割合が高く、妊娠週数で

は、「初期～23週 6日目」の割合が高かった。「子育て」に関する不安では、「2回以上」よ

りも「初めて」の割合が高く、妊娠週数では、「36週 1日目～出産」の割合が高かった。 
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図 4.4.6_7 妊娠週数・出産回数と不安（妊娠による身体の変化）（妊婦） 

 

 

図 4.4.6_8 妊娠週数・出産回数と不安（出産）（妊婦） 

 

 

図 4.4.6_9 妊娠週数・出産回数と不安（子育て）（妊婦） 
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4.4.7 相談先・・・妊婦問３５／配偶者・パートナー問２０ 

妊婦の出産や子育ての相談先（複数回答可）を図（図 4.4.7）に示す。 

妊婦（n：回答者数 136名・累計 483件）のうち、「配偶者・パートナー」123名

（90.4％）、「配偶者・パートナー以外の家族」109名（80.1％）、「友人や知人」107名

（78.7％）、「病院や助産院など」73名（53.7％）、「市役所・保健センターなど」36名

（26.5％）、「インターネット・SNS」34名（25.0％）であった。「相談していない・相談

するつもりはない」と「相談先がない」の回答はなかった。「その他」1名（0.7％）の記

述回答はなかった。 

配偶者・パートナー（n：回答者数 66名・累計 216件）のうち、「配偶者」61名

（92.4％）、「友人や知人」48名（72.7％）、「配偶者以外の家族」48名（72.7％）、「イン

ターネット・SNS」30名（45.5％）、「病院や助産院など」14名（21.2％）、「市役所・保

健センターなど」9名（13.6％）、「相談先がない」1名（1.5％）、「その他」1名（1.5％）

であり、「相談していない・相談するつもりはない」はなかった。 

妊婦と配偶者・パートナーの相談先はほぼ一致しており、「配偶者・パートナー」・「配

偶者」、「配偶者・パートナー以外の家族」・「配偶者以外の家族」、「友人や知人」が上位で

あった。「インターネット・SNS」については、妊婦よりも配偶者・パートナーの方が

20.5ポイント高かった。 

 

図 4.4.7 妊婦の出産や子育ての相談先（左：妊婦／右：配偶者・パートナー） 

 

4.4.8 情報の入手方法・・・妊婦問２６ 

 妊婦の妊娠や子育てに関する情報の入手方法（複数回答可）を図（図 4.4.8）に示す。 

全体（n・：回答者数 137名・累計 512件）のうち、・「インターネット・SNS」127名（92.7％）、

「友人、知人」115名（83.9％）、・「家族」95名（69.3％）、「病院や助産院など」88名（64.2％）、

「市役所・保健センターなど」47名（34.3％）、「書籍（雑誌）」37名（27.0％）であった。

「その他」3名（2.2％）の内訳には・「まち協のお知らせ（回覧板）」、「テレビ、ラジオ」の

他、「インターネット・SNS」に含まれる「YouTube」や「市や子育て支援団体の HP」の

回答もあった。 
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図 4.4.8 妊娠や子育てに関する情報の入手方法（妊婦） 

 

4.4.9 小括 

里帰り出産では、41.7％の妊婦が予定しており、未定者の 6.5％を加えても 48.2％であ

った。16市の 3か月から 4か月児健康診査の受診児の母親を対象とした 2017年の調査

（三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング，2018）では、「里帰りをした」は 50.1%、「里

帰りはしなかった」48.8%であった。産後女性 286名（宮城県仙南地域 10名、岐阜県岐

阜圏域 32名、兵庫県丹波篠山市 63 名、愛媛県八幡浜市 123名、長崎県 58名）を対象に

2021年に行ったWebフォームによる調査（愛媛大学，2021）においても、52.1％が里帰

り出産をしていた。今回の調査は今後の予定であるため、実施数は若干の変動があると考

えられるが、他の調査結果と比較して、「里帰りをする」割合は低いと考えられる。これ

まで、里帰り出産の支援については、里帰り先の自治体に妊娠届等から得られる産婦の情

報が少なく支援が届きにくかったこと等があった。このことから、2023年（令和 5年）

秋にこども家庭庁より、伴走型相談支援の拡充及び自治体・医療機関との間の連携等の推

進に関する措置がとられている。今後、一層の各自治体と医療機関の連携が望まれる。 

家事や育児を担う者では、妊婦の複数回答で「配偶者・パートナー」が最も多く 89.1％

であり、次いで、両親または義理の両親であった。一方、「いない（妊婦自身だけが担

う）」が 6.2％であった。内閣府が 2021年に行った 20歳から 49 歳の男女を対象とした調

査では、育児を担う者（単一回答）は、回収数 1372件中、「妻が行う」58.1％、「妻も夫

も同じように行う」40.5％、「夫が行う」0.6％であることから、配偶者・パートナーが育

児を行う割合は 98.6％であった。回答形式、母集団、設問の違いがあることから単純な比

較はできないが、程度の差はあるが 98.6％の夫が育児を行っている全国調査（内閣府，

2021）に比べて、「配偶者・パートナー」が行っている割合が少ない上、全く行っていな

い割合も 1割弱おり、妊婦が配偶者・パートナーと共に家事、育児が行えるような職場環

境づくりや意識づけの支援を行っていく必要があると考える。 

出産後の家事について、55.6％の妊婦が「家事の多くを担ってほしい」と配偶者・パー
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トナーに期待するのに対して、「家事の多くを担いたい」配偶者・パートナーは 66.7％に

留まっており、妊婦の期待と配偶者・パートナーの意向には 1割の違いが認められた。一

方、出産後の子育てでは、「上の子の世話をしたい」配偶者・パートナーは 91.4％であっ

たのに対して、「上の子の世話をしてほしい」と期待する妊婦は 70.1％であり、配偶者・

パートナーの意向に比べて妊婦は期待していなかった。前述の内閣府の調査（2021）で

は、妻よりも夫の方が主に行って欲しい育児（複数回答可）として、「散歩など、屋外へ

遊びに連れて行く」52.8％、「家の中で、話や遊び相手をする」51.9％、「入浴させる」

47.3％の順で割合が高く、さらに、「寝かしつける」、「日常生活上のしつけ」、「おむつを取

り換える」、「保育所・幼稚園（日中預けている場所）の送り迎え」、「食事の世話をする」

と続く。食事、排泄、清潔、睡眠等の基本的生活習慣の自立に向けた世話よりも、遊びに

比重があることが報告されていた。今回の調査では、上の子の世話の内容については尋ね

ていないが、内閣府の調査（2021）結果から推測すると、配偶者・パートナーは基本的生

活習慣よりも遊びをイメージしていると考えられる。妊婦への負担を軽減するため、配偶

者・パートナーの役割意識や役割分担、家事や子育てに費やす時間や休暇の取得等の職場

環境の整備が必要である。 

妊婦の心理状態について、不安の程度では、「出産」に対する不安を持つ者が 75.8％い

た。そして、「2回以上」よりも「初めて」の割合が高く、妊娠週数では、「初期～23週 6

日目」の割合が高かった。次いで、「子育て」の不安は 73.5％に上り、「2回以上」よりも

「初めて」の割合が高く、妊娠週数では、「36週 1日目～出産」の割合が高かった。妊娠

による身体の変化では、初産の不安の割合が高かった。気分の落ち込みでは、「ひどく落

ち込むことがある」者 24.3％のうち、「初めて」の出産を控え「24週 1日目～35週 6日

目」の者の割合が高かった。家族以外の支援では、「初期～23週 6日目」の者の割合が高

かった。このことから、身体的精神的状態の観察をすると共に、面談を通して不安や気分

の落ち込みの内容等に対する援助、支援を行っていく必要がある。特に、不安や気分の落

ち込みを認識している初産や妊娠による母体や胎児の経過をふまえて、自治体・保健所・

病院や助産所等の医療機関間の連携として、接続性、連続性、継続性をこれまで以上に高

めていく必要があると考える。 

妊婦と配偶者・パートナーの相談先はほぼ一致しており、「配偶者・パートナー」・「配

偶者」、「配偶者・パートナー以外の家族」・「配偶者以外の家族」、「友人や知人」が上位で

あった。配偶者・パートナーは妊婦よりも「インターネット・SNS」が 20.5ポイント高

かった。育児に関する悩みの相談先に関する全国調査（内閣府，2021）では、「配偶者

（パートナーを含む）」81.1％、「自分の親又は配偶者の親」71.5％、「友人」46.1％であ

り、今回の結果は全国調査と一致していた。「相談先がない」者はいなかったが、「相談し

ていない・相談するつもりはない」には、援助や支援を必要としている者の可能性があ

る。したがって、妊娠による母体や胎児の経過をふまえて、妊婦の健康状態を把握すると
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共に、家族や周囲の人のサポート体制を確認し、自治体・保健所・病院や助産所等の医療

機関の連携により、必要な援助や支援が受けられるよう繋いでいく必要がある。 

情報の入手方法では、「インターネット・SNS」92.7％、「友人、知人」83.9％、「家族」

69.3％が高く、生活に密着したツールや人が情報源となっていた。2016年の調査となる

が、妊娠期の情報源（たまごクラブ編集部，2019）は、「雑誌」、「産院や小児科にあるフ

リーペーパー」、「実母」、「妊婦やママ向けのイベント」、「テレビ」、「医師」の順で多かっ

た。今回の調査と選択肢が同じではなく、友人、知人や家族が選択肢にない上、スマート

フォンの普及やコロナ禍前といった生活環境の違いもあり、アプリ、ブログ、動画、SNS

の回答は少なかった。通信技術の普及により、誰もが簡単に情報を入手しやすくなった反

面、妊婦が得た情報が妊娠の経過や個人の特性に適したものや必要なものとは限らない。

前述の相談先と同様に、妊婦の心身の状態を把握し、早期に異常を発見し、対処ができる

ような関係各所の情報共有が必要である。また、「病院や助産院など」と「市役所・保健

センターなど」については、情報の入手先として、それぞれ 64.2％、34.3％の割合であ

り、相談先では 53.7％、26.5％であったことから、情報源であると共に、専門家や担当者

との関わりを経て相談に至っていることが推察された。さらには、情報の入手先である

「インターネット・SNS」は高い割合であったが、相談先では 25.0％に留まった。妊婦は

情報の入手先と相談先を使い分けていることが考えられる。しかし、一方で、妊婦の 1/4

は「インターネット・SNS」を相談先の 1つにしている。妊婦の孤立感や誤った情報によ

る混乱、気分の落ち込み等に対する援助や支援が適切に行われるよう、妊婦健診や母親学

級等の機会を活かして把握し、援助や支援に繋げていく必要がある。 

 

4.5 配偶者・パートナーの育休取得予定と妊婦の状況・・・・（問１） 

 今回、妊婦と配偶者・パートナーの回答を世帯として分析するために、4桁の数字入力を

問１に設定した。 

有効回答・（n=52）について、妊婦と配偶者・パートナーの属性・（出身地）と就労状況をカ

イ二乗検定（（表 4.5_1）で確認した。属性、出身地共に有意差はなかったため、配偶者・パ

ートナーの育児休業・（育休）取得の予定に対する妊婦の状況について、カイ二乗検定を用い

て比較した。その結果を表（（表 4.5_2）に示す。欠損値は除外すると共に、妊婦の「里帰り

出産の予定」と配偶者・パートナーの「育児休業取得の予定」のうち、「未定（分からない）」

は除外した。 

配偶者・パートナーの育児休業（育休）取得予定として、「育児休業を取得する」、「育児

休業を取得しない」の 2群では、妊婦の配偶者・パートナーに対する「育児休業（育休）取

得の希望」に有意差が認められた（p<0.01）。一方、妊婦の「出産回数」、「里帰り出産の予

定」、「育児休暇取得の予定」、「気分の落ち込みの有無」、「家族以外の支援の必要性」につい

ては有意差は認められなかった。したがって、妊婦の配偶者・パートナーに対する育児休業
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（育休）取得の希望と配偶者・パートナーの育児休業・（育休）取得の予定には関係があると

言える。 

 

表 4.5_1 妊婦と配偶者・パートナーの出身地と現在の就労状況 

 

 

 

表 4.5_2 配偶者・パートナーの育児休業取得と妊婦の状況 

 

 

n ％ n ％ n ％ n ％

妊婦）高山市内 28 73.7 2 40.0 1 50.0 2 28.6

妊婦）高山市外 4 10.5 1 20.0 0 0.0 1 14.3

妊婦）飛騨地域外で岐阜県内 1 2.6 1 20.0 1 50.0 1 14.3

妊婦）岐阜県外 5 13.2 1 20.0 0 0.0 3 42.8

高山市内

n=38

高山市外

n=5

飛騨地域外で岐阜県内

n=2

岐阜県外

n=7

n % n %

妊婦）フルタイムで就労 21 41.2 0 0

妊婦）フルタイム以外の就労 9 17.6 0 0

妊婦）産休前：フルタイムで就労 11 21.6 1 100.0

妊婦）産休前：フルタイム以外の就労 1 2.0 0 0

妊婦）現在、仕事をしていない 9 17.6 0 0

配偶者・パートナー
フルタイムで就労

n=51

配偶者・パートナー
フルタイム以外の就労

n=1

n ％ n ％

初めて 11 73.3 10 41.7

2回以上 4 26.7 14 58.3

里帰りする 3 27.3 8 33.3

里帰りしない 8 72.7 16 66.7

取得する 12 92.3 16 76.2

取得しない 1 7.7 5 23.8

取得してほしい 15 100.0 11 45.8

取得しなくてもよい 0 0.0 13 54.2

ひどく落ち込むことがある 4 26.7 7 29.2

ひどく落ち込むことはない 11 73.3 17 70.8

家族以外の支援が欲しい 2 50.0 4 57.1

家族以外の支援は必要ない 2 50.0 3 42.9

カイ二乗検定

育児休業を取得する 育児休業を取得しない
p

出産回数

欠損値は除外、妊婦の「里帰り出産の予定」と配偶者・パートナーの「育児休業取得の予定」のう

ち、「未定（分からない）」は除外した。

気分の落ち込

みの有無

育児休業の

希望

育児休暇

取得の予定

里帰り出産の

予定

家族以外の

支援の必要性

<0.01
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4.6 子育て支援の施策 

 子育て支援の施策に向けて、出産後に父親としてしたいこと、市に求める支援、必要な情

報、子育て支援に関する要望順に述べる。 

4.6.1 市に求める支援・・・妊婦問２５ 

 妊婦が市に求める支援（（複数回答可）を図（（図 4.6.1_1）と「その他」の内訳を表（（表 4.6.1_1）

に示す。 

全体（n・：回答者数 125名・累計 307件）のうち、・「上の子の預かり（託児）」63名（50.4％）

が最も多く、次いで、・「買い物支援」49名（39.2％）、「タクシー等の移動に関する利用助成」

43名（34.4％）、「家事の手伝い」36名（28.8％）、「妊婦同士のコミュニティーの場」35名

（28.0％）、「専門家による助言」27名（21.6％）、「先 ママと知り合う場」21名（16.8％）、

「話を聞いてくれる人」18名（14.4％）であった。 

「その他」15名（12.0％）は、・「助成金・給付金、クーポン・助成券」、「上の子の送迎」、

「自営業のサポート制度」、「妊婦向け求人募集」、「病院の設備・制度」、「全般」に分けられ

た。「助成金・給付金、クーポン・助成券」では、現行の助成金・給付金では不足している

こと、妊娠・出産・子育てにかかる支援の要望が各 1件ずつあった。次いで、「上の子の送

迎」が多く、時期や用件別の要望であった。 

 

図 4.6.1_1 市に求める支援（妊婦） 
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表 4.6.1_1 市に求める支援：（「その他」の内訳（妊婦） 

 

 

4.6.2 必要な情報・・・妊婦問２９、問３６／配偶者・パートナー問１９ 

 妊娠中の自身の健康や胎児のために妊婦が求めている（欲しい）情報（（複数回答可）を図

（図 4.6.2_1）と「その他」の内訳を表（表 4.6.2_1）に示す。 

 妊婦（n=回答者数 135 名・累計 525 件）は、「妊娠中に利用できる制度やサービス」88

名（65.2％）が最も多く、次いで、「おなかの赤ちゃんの成長や健康状態」80名（59.3％）、

「出産までにやっておくと良いこと」75名（55.6％）、「高山市の子育て事情」74名（54.8％）、

「自分の健康状態が問題ないか」69名（51.1％）、「妊娠中の過ごし方」53名（39.3％）、「出

産までの見通し」45名（33.3％）、「妊娠中の身体の変化」36名（26.7％）の順で多かった。 

「その他」5名（3.7％）は、・「お薦め食材」、「出産費用」、「出産後の過ごし方」の他、身

近な人の協力が得にくいことを理由に、「配食サービス」や「送迎の代わりのバス等のサー

ビス」の情報を挙げている者もいた。この他、経産婦より、妊娠や出産の基本的な情報は必

要としない一方、「高山ならではのサービスや制度」の情報を求めていた。 

 

図 4.6.2_1 自身の健康や胎児のために欲しい情報（妊婦） 

項目 内容
出産応援給付金では足りない
突発的な入院費等の助成券を増やす
妊娠出産にかかる費用の支援
妊婦健診補助（双胎妊娠）
子どもへの助成金
おむつ等の日用品の支給
買い物に使えるクーポン
お金の支援
産後4週間の送迎
習い事
保育所
肥育農家向けのヘルパー制度
自営業を手伝ってくれる人材

妊婦向け求人募集 妊婦でもできる仕事の案内や提示
検査室の配置・病室の設備
自由に分娩場所を選べる制度
子育て世帯に手厚い政策
現状で満足

助成金・給付金、クーポ
ン・助成券

上の子の送迎

自営業のサポート制度

病院の設備・制度

全般
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表 4.6.2_1 自身の健康や胎児のために欲しい情報：「その他」の内訳（妊婦） 

 

 

 産後に向けて、妊婦が現在知りたい情報について、設問「産後に向けて、現在知りたい情

報があれば教えてください。（1,000文字以内で具体的にお答えください）」に対する回答の

内容分析結果を表（表 4.6.2_2）に示す。 

「経済的支援」では、全般、育児助成金や制度、入学・進学や 20歳までにかかる費用に

関する子どもに関するもの、妊婦自身の産後の補助金や申請等、就労支援の情報を求めてい

た。「預け先・遊び場」では、託児施設の情報を求めている者が多く、保育園・幼稚園の空

き状況や手続き、入所時期に関するもの、遊び場として、乳児でも利用できる場や子育て支

援センター以外の場の情報を求めていた。「健康」では、赤ちゃん教室の時期、予防接種の

場所、乳児が受診できる病院の情報であった。「産後支援」では、時期・スケジュール、母

親支援の内容・連絡先、必要物品、生活の様子の情報を求めていた。「家族以外の支援」で

は、気軽に要請できる支援策、「子育て支援」では、全般的なことやこども誰でも通園制度

に関する市の取り組みや開始時期の情報を求めていた。 

 

表 4.6.2_2 産後に向けて現在知りたい情報（妊婦） 

 

妊娠中 お薦め食材
出産 出産費用

出産後の過ごし方
配食サービス
送迎の代わりのサービス

全般 高山ならではのサービスや制度

産後

数

1

育児助成金、制度 3

入学・進学／20歳までにかかる費用 2

届出・申請、補助金 3

再就職・リスキリング支援 2

4

全般 2

空き状況 1

手続き 1

入所時期 1

子ども、乳児 2

子育て支援センター以外 1

赤ちゃん教室 時期 1

予防接種 場所 1

病院 乳児 1

全般 1

時期・スケジュール 1

母親支援の内容・連絡先 1

必要物品、生活の様子 2

気軽に要請できる支援策 1

全般 市の取り組み 1

こども誰でも通園制度 市の取り組み・開始時期 1

産後に向けて現在知りたい情報

全般

託児施設

子育て支援

預け先・遊び場

健康

産後支援

子ども

産後（妊婦自身）

経済的支援

遊び場

家族以外の支援

保育園、幼稚園
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 配偶者・パートナーが出産後、配偶者や胎児の成長をサポートするために必要な情報や支

援（複数回答可）を図（図 4.6.2_2）に示す。 

配偶者・パートナー（n・：回答者数 65名・累計 304件）は、・「子どもの健康状態が問題な

いか知りたい」45名（69.2％）、「利用できる制度や支援を知りたい」41名（63.1％）が最

も多く、次いで、「配偶者に対する心身のケア方法を知りたい」38名（58.5％）、「子どもの

健康状態について、病院に連れていく目安を知りたい」33 名（50.8％）、「順調に成長発達

しているか知りたい」32 名（49.2％）、「子どもを連れて出かける場所が知りたい」31 名

（47.7％）、「子どもの日常的な世話の仕方を知りたい」29 名（44.6％）、「自分が気分転換

や息抜きのできる場が欲しい」17名（26.2％）、「子どもとの遊び方が知りたい」15名（23.1％）、

「父親として相談できる場が欲しい」13 名（20.0％）、「父親同士の仲間が欲しい」10 名

（15.4％）であった。「その他」の回答はなかった。 

 

図 4.6.2_2 自身の健康や胎児のために欲しい情報（配偶者・パートナー） 

 

4.6.3 子育て支援に関する要望・・・妊婦問３７／配偶者・パートナー問２１ 

子育て環境や支援に関する要望について、設問「最後に、子育て環境や支援について、ご

要望がありましたらご自由に入力してください。（1,000 文字以内で具体的にお答えくださ

い）」に対して、妊婦の自由記述は 50件あった。単語頻度分析、係り受け頻度解析、共起ネ

ットワーク分析をそれぞれ図（（図 4.6.3_1（・図 4.6.3_2（・図 4.6.3_3）に、内容分析を表（（表

4.6.3_1・表 4.6.3_2）に示す。 

単語頻度分析では、「子ども」が最も多く 14件、次いで、「思う」12件、「良い」11件、

「公園」、「市」、「支援」が各 8件、「嬉しい」、「有り難い」が各 7件、「オムツ」、「少ない」、

「人」、「病院」、「保育園」、「欲しい」が各 6件、「施設」、「充実」、「助かる」が各 5件、「か

かる」、「言う」、「子育て支援」が各 4件であった。 

係り受け頻度解析では、・「おしりふき」「「配布」、「室内」「「遊ぶ＋できる」が 2件ず

つ抽出された。 

共起ネットワーク分析では、・「子ども」、「思う」、「良い」の 3つが多くの語句と繋がって

いた。次いで、「市」、「病院」、「支援」、「オムツ」、「公園」、「保育園」、「配布」、「場所」が

多くの語句と繋がっていた。語句の繋がりでは、・「子ども」と・「助成金」・・・「経済的」・・・「負担」、
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「子ども」と・「おしりふき」・「オムツ」、・「子ども」と・「働く」・「子育て」、・「子ども」と・「子

育て支援」・「配布」、「市」と「場所」、「保育園」と「仕事・ない」・「預ける・できない」、

「公園」と「雪」・「砂場」・「広い」・「遊具」の繋がりが認められた。 

 

図 4.6.3_1 子育て支援に関する要望：単語頻度分析（妊婦） 

 

 

図 4.6.3_2 子育て支援に関する要望：係り受け頻度解析（妊婦） 
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図 4.6.3_3 子育て支援に関する要望：共起ネットワーク分析（妊婦） 

 

内容分析では、「助成・補助金・支給」、「妊娠中の支援」、「産後の支援」、「医療機関

（病院・産科等）」、「病児保育」、「遊び場」、「送迎支援」、「配食支援」、「託児」、「保育

園」、「公園」、「情報提供」、「事業者向け支援」、「就労支援」、「人員確保」、「教育機関」に

分類された。述べ数では、「助成・補助金・支給」が最も多く 28件、次いで、「遊び場」

10件、「公園」7件であった。「助成・補助金・支給」では、オムツやミルク等の支援の要

望が多かった。 

 

表 4.6.3_1 子育て環境や支援に関する要望（１）（妊婦） 

 

 

項目 要望 理由や状況

不妊治療での自家用車での通院補助 体外受精などの高度不妊治療ができる病院がない
岐阜市や富山県への交通の便が悪く通院が大変

1

出産一時金の増額 分娩費用が上がっているため負担の軽減なし 1

母乳マッサージ等の助成金 － 1

オムツやミルクなどの消耗品購入助成 － 1

オムツ（無料宅配） － 1

缶ミルクの補助金 － 1

オムツやミルク等の日用品の支給 － 1

オムツやおしりふき拭きの配布 － 2

車購入補助金 車が必要になる 1

チャイルドシート購入助成 － 1

子どものための金銭的支援 他市では毎年子ども1人当たり3万円分のpay給付制度あり 1

無料の託児サービス － 1

有料施設の無料利用 無料利用日または無料チケット 1

ぎふっこカード 使えるお店や内容が充実しておらず使う機会があまりない 1

全般 2

スーパーや飲食店での割引等 1

妊婦の支援 1

児童手当は4ヶ月に1回しかない
住民税非課税世帯だけでなくどの家庭も大変

1

未満児を保育園等に預ける際の支援 1

助成金10万円では足りない 1

三人目以降 1

明石市や福岡市のような子育て支援の充実 1

保育料の見直し 特に2人目以降 1

児童手当の増額 － 1

ブックスタート事業 継続 1

授業料・給食費免除・医療費免除等 － 1

数

助成・補助
金・支給

28

経済的支援
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「遊び場」では、季節や天気に影響しない場や乳幼児も楽しめる場を求めていた。「公

園」では、充実や管理に対する要望があった。また、「医療機関（病院・産科等）」では、

産科や小児科が少ないことが挙げられていた。 

 

表 4.6.3_2 子育て環境や支援に関する要望（２）（妊婦） 

 
 

子育て環境や支援に関する要望について、設問「最後に、子育て環境や支援について、ご

要望がありましたらご自由に入力してください。（500 文字以内で具体的にお答えください）」

に対する配偶者・パートナーの自由記述は 31件あった。単語頻度分析、係り受け頻度解析、

共起ネットワーク分析をそれぞれ（図 4.6.3_4・図 4.6.3_5・図 4.6.3_6）に、内容分析を

表（表 4.6.3_3・表 4.6.3_4）に示す。 

項目 要望 理由や状況

妊婦健診の充実 － 1

母子手帳の改善 サイズ・見やすさ・書きやすさ、予防接種の管理 1

妊婦教室の全妊婦参加 就労していると参加できない 1

人と話すことが苦手で聴講だけの方が参加しやすい 1

オンライン講習（市役所が遠く冬季は運転が不安） 1

不安しかない 初産でわからないことが多い
悪阻等で心身のストレスが酷く何もやる気が起きない

1

月1回程度の電話や家庭訪問 連絡しないと支援が得られず孤独感をもつ母親が多いのでは 1

産後ケアの充実 － 2

新設・充実 － 2

安心して頼れる病院を増やす 産婦人科・皮膚科・小児科が少ない 1

出産場所を選べる市に 分娩出来る施設が少ない・紹介状がないと受け入れて貰えない 1

オープンシステム（助産院と病院の連携） 選択肢が少ない(1施設閉鎖で2病院と助産院のみ) 1

病児保育 充実 少なすぎる 1 1

増やす 少ない 2

ショッピングモールや体験型施設等 子どもや家族が楽しめる施設 2

双子を連れて出る場 確実に他人に頼る/面倒をかけるので出かけづらい 1

屋内）平日、日祝とも遊べる施設 特に冬の遊び場が少ない 1

屋内）数を増やす 雨や雪の日でも遊べる施設がない 1

猛暑や降雪時は公園等で遊ぶ機会が減る 1

支援センターや児童センターは狭い 1

屋内）安心して遊べる場所 夏は猛暑で外で遊べない 1

送迎支援
上の子の送迎 現役で働いている親に送迎のための早退を頼みづらい

2週間〜4週間(産褥期)だけでも気軽に依頼できると良い
1 1

配食支援 1週間や定期的に作り置きおかず 曜日指定や1食分等制限があり、産後には不便 1 1

一時保育のような環境や仕組み 産後すぐに預けられると良い 1

育休中の託児施設の充実 － 1

入園の申込（出生前の手続き） 出生後でないとできない（生まれた時期で差がある）
飛騨市は出生前でもできる

1

条件なしの入園 2人目を踏みとどまる人も減るのではないか 1

預けられず働けない 1

下の子の育休期間も通常保育で預けたい
身体回復までに半年かかるため一時保育でも預けたい

1

増やす・充実 － 2

思いっきり遊べる公園 飛騨市の杉崎公園のような公園 1

遊具の充実 － 1

年齢層幅広く使える広さと設備の充実 遊具設置、グランドや芝生、砂場等 1

除草されてない等、行きたいと思う公園が少ない 1

ペンキの剥がれや砂場 1

病院や保育園の情報 転入者のため市のことがわからない 1

助成金情報（市役所に行った時の案内） あることを知らないことが多い 1

受けられる支援を明確に 子育て支援に何があるのかわからない 1

転入者向けの対応（集団接種等） 初診受付して貰える病院探し（転入年は予防接種できず） 1

一時的な求人募集の窓口開設 － 1

安心して仕事復帰できる支援 0歳から保育園や幼稚園に預けられると良い 1

自営の育休への支援（等 － 1

妊婦：仕事をしやすい環境と働き口 仕事をしていないと保育園も預けられず悪循環 1

軽作業・内職等の案内 － 1

人員確保 安心して産休や育休に入れる環境づくり 公務員の環境 1 1

地域外の小学校でも通える － 1

充実 － 1
教育機関 2

数

情報提供 4

事業者向け支
援

3

就労支援 2

託児 2

保育園 4
上の子の預かり

公園 7

管理・メンテナンス

産後の支援 3

医療機関
（病院・産科
等）

5

遊び場 10

屋内）幼児も遊べる広い室内

妊娠中の支援 6妊婦教室の形式
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単語頻度分析では、「子ども」が最も多く 9件、次いで、「支援」8件、「思う」5件、「子

育て」、「市」、「補助金」が各 4件、「環境」、「公園」、「妻」、「子育て支援」、「出産」、「少な

い」、・「制度」が各 3件であり、・「お願い」、「お金」、「育休」、「家族」、「家庭」、「感じる」、「希

望」が各 2件であった。 

係り受け頻度解析では、「小児科」―「少ない」が 2件であった。 

共起ネットワーク分析では、・「子ども」、「支援」を中心とした言葉の繋がりがあり、「子ど

も」では、「保育園」、・「条件」、「お金」、「場所」との繋がりがあり、・「支援」では、「場所」、

「金銭的」が繋がっていた。この他、独立して、「小児科」と「少ない」、「制度」と「補助

金」、「出産」と「収入」・「市」の繋がりも認められた。 

 

図 4.6.3_4 子育て支援に関する要望：単語頻度分析（配偶者・パートナー） 

 

 

図 4.6.3_5 子育て支援に関する要望：係り受け頻度解析（配偶者・パートナー） 
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図 4.6.3_6 子育て支援に関する要望：共起ネットワーク分析（配偶者・パートナー） 

 

内容分析では、・「助成・補助金・支給」、「妊娠中の支援」、「休暇取得制度」、「子育て支援」、

「医療機関（病院・産科等）」、「遊び場」、「家族で学べる場」、「託児」、「保育園」、「情報提

供」、「行事」に分類された。延べ数では、「助成・補助金・支給」が 15件と最も多く、次い

で「遊び場」7 件であった。「助成・補助金・支給」の内訳は、出産費用や経済的支援の要

望であった。「遊び場」では、雨天や積雪時の屋内スペースや子どもと共に遊べる場を求め

る意見があった。特定の施設に人が集中している現状や乳幼児と児童の遊び方の違いから

同じ空間では遊びづらい状況の意見もあった。・「医療機関・（病院・産科等）」では産科の選択

肢が少ないことや小児科が少ないことが挙げられていた。「情報提供」では、受けられるサ

ービスの情報提供を望む意見の他、市のWebサイトが目的とする情報を得るまでのステッ

プの改善を求めるものであった。 

 

表 4.6.3_3 子育て環境や支援に関する要望（１）（配偶者・パートナー） 

 

項目 要望 理由や状況

子どもや出産等に支援の充実 1

便乗値上げの市による病院への指導 1

準備金の増額 1

最初に4～50万を支払うのが厳しい 1

継続的な支援 － 1

現物支給(オムツ等) － 1

環境を整える支援の拡充 － 1

家庭の将来に希望が持てる政策 － 1

給付金の増額 1

費用負担 1

各種減税(子ども3人以上等の条件付き) 1

子育てに関わる無償化 1

補助金 － 1

金銭的支援 物価高騰等 1

無償化(教育費・給食費・高校) 子どもが3人 1

経済的支援

出産費用(仕組みの改善含む)

助成・補助金・
支給

数

15
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表 4.6.3_4 子育て環境や支援に関する要望（２）（配偶者・パートナー） 

 

 

4.6.4 小括 

 市に求める支援は、「上の子の預かり（託児）」50.4％、「買い物支援」39.2％、「タクシー

等の移動に関する利用助成」34.4％、「家事の手伝い」28.8％の順で多く、託児や買い物、

移動の助成と言った生活支援を求めていた。また、生活支援よりも割合は低かったが、「妊

婦同士のコミュニティーの場」28.0％、「専門家による助言」21.6％、「先 ママと知り合う

場」16.8％、「話を聞いてくれる人」14.4％の回答もあり、交流や相談を通して、専門的な

知識や判断、情報の入手や安心感等を求めていると考えられた。 

「上の子の預かり（託児）」では、「その他」にも「上の子の送迎」が挙げられていた。上

の子の託児や送迎等の要望が多いと考えられた。助成金等については、設問の前文に「子育

て応援給付金」を提示しているが、「タクシー等の移動に関する利用助成」に加え、「その他」

でも、妊娠・出産・子育てにかかる助成金やクーポン等の要望があった。今回の調査では世

帯収入は尋ねていないが、出産を控えている妊婦の世帯収入を精査し、妊娠・出産・子育て

に関する有効な助成金やクーポン等も検討していく必要性もあると考える。また、市の特産

品に関連すると思われる肥育農家からは「自営業のサポート制度」の要望もあり、子育て支

援が街づくりや観光業の支援にも繋がることが考えられた。 

 必要な情報では、妊婦は、「妊娠中に利用できる制度やサービス」65.2％、「おなかの赤ち

ゃんの成長や健康状態」59.3％、「出産までにやっておくと良いこと」55.6％、「高山市の子

育て事情」54.8％、「自分の健康状態が問題ないか」51.1％と半数以上が回答していた。一

方、配偶者・パートナーが出産後、配偶者や胎児の成長をサポートするために必要な情報や

支援では、半数以上の回答は、・「子どもの健康状態が問題ないか知りたい」69.2％、「利用で

きる制度や支援を知りたい」63.1％、「配偶者に対する心身のケア方法を知りたい」58.5％、

「子どもの健康状態について、病院に連れていく目安を知りたい」50.8％であった。妊婦、

項目 要望 理由や状況

妊娠中の支援 母親・父親学級の開催を増やす 曜日・回数 1 1

長期休暇取得の制度整備 育児休暇給付金が3ヶ月後にしか出ない 1

国(市)による会社への指示 会社によって取得しづらい雰囲気あり 1

充実 － 1

活用できる資源の提供 － 1

小児医療が充実していない 1

小児科が少ない（発熱時の受診） 1

産科の選択肢が少ない 1

－ 子どもの遊び場が少ない 2

家族で遊べる場 小さい時でも遊べるところ 1

悪天候時は家か商業施設しかない 2

限られた所に人が集中する 1

児童と乳幼児の一緒の空間は遊ばせづらい 1

家族で学べる場 危険性や安全に遊ぶための知恵 － 1 1

託児 預ける条件の緩和 求職しないと預けられない 1 1

預ける条件の緩和 専業主婦に近い状態では預けられない 1

－ 上の子の育休後の産休は預かって貰えない 1

スムーズな取得(市のWebサイト) 取得までのステップが分かりづらい 1

サービス(子育て支援) － 1

受けられる補助金 － 1

行事 職場の行事参加の調整 妻や子どもとの過ごす時間が減る 1 1

3

2

2

3

7

2

情報提供

休暇取得制度

子育て支援

保育園

医療機関(病院・
産科等）

充実

子どもと遊べる屋内スペース

遊び場

数



56 

 

配偶者・パートナー共に、利用できる制度やサービスの情報を求めており、受けられる制度

やサービスの種類、対象者の条件に加え、条件を満たしているかの助言等を求めていると考

えられる。また、子どもに対しては、健康状態に関する情報を求めており、健康で順調に成

長発達していることの確認をし、安心したいものと考えられる。 

 子育て支援に関する要望について意見を述べ数で見てみると、妊婦、配偶者・パートナー

の両者が求めていたことは、「助成・補助金・支給」43 件が最も多く、次いで、「遊び場」

17件、「医療機関（病院・産科等）」8件、「情報提供」7件、「妊娠中の支援」6 件、「保育

園」6件、・「託児」3件であった。これら以外に、妊婦あるいは配偶者・パートナーの要望で

述べ数が多かったものは、妊婦の「公園」7件であった。 

「助成・補助金・支給」では、オムツやミルク等の日用品や食料といった毎日消費する物

の支給や無料配付、金銭面では減免や補助、給付金等、主に直ぐ必要となる乳児期にかかる

費用への負担軽減を望んでいた。中には、他の自治体のサービスと同様の支援を取り入れて

欲しいとの記述も複数あった。自治体の特性や支援の背景にある条件等が高山市に合致し

ない状況で、他の自治体のキャッチコピーに関心を寄せ過度な期待を抱くことがないよう、

現在行われている支援制度について、市民理解の浸透を図る広報が必要である。 

「遊び場」では、悪天候時の遊び場がないことや特定の場所に子どもが集中することに複

数の者が困っており、屋内で異年齢の子どもが多数いても安全に遊べる広い空間を求めて

いた。また、「公園」では、広い公園の新設や既存公園の充実・管理の要望が複数あった。

市の計画では、原山市民公園の大規模再整備（リニューアル）を計画・推進している。2026

年度には供用開始予定であり、その進捗状況をWebサイト等により、継続的に広報し、市

民の認知を高めていく必要がある。 

「医療機関（病院・産科等）」では、産科の数が少なく、望んでいない産科で出産せざる

を得ない窮状を訴える意見があった他、小児科、皮膚科、耳鼻科を要望していた。 

「情報提供」では、受けられる支援やサービスの情報が必要とする時や人に届く仕組みを

求める声であった。具体的には、使いやすく分かりやすいWebサイトや市役所に行った時

に必要な情報の案内が受けられること等である。転入者は病院探しに苦労したことやコロ

ナ禍の転入により受けたい予防接種が受けられなかった体験から、転入者向けの情報提供

の必要性を回答していた。既に行われている支援もあるが、転入者が入手しやすく把握しや

すい方法・（QRコードやアプリ、リーフレットの配布等）で転入の早い段階で情報提供して

いく必要がある。 

「妊娠中の支援」では、妊婦教室や両親学級の開催回数や実施曜日、オンライン講習や就

労者も参加できる開催方法の工夫を求める声が多かった。個別性に応じた開催はマンパワ

ーとの兼ね合いで運営には限界があるが、オンラインや動画の活用、出張開催等、広域を管

轄する市ならではの開催形式や方法も検討の余地がある。 

「保育園」と「託児」では、就労や上の子どもの世話等により調整が困難であることから、

預ける条件の緩和の要望が複数あった。2026年度から全ての自治体で実施される「こども

誰でも通園制度」への期待は高いと言える。一方で、高山市では・「こども誰でも通園制度」

に代わるサービスは従来から行われている。新制度に対する過度な期待を抱くのではなく、

新制度が従来から市で行われている制度に匹敵するサービスであることの市民理解の浸透

を図ることが必要である。  
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5 総括 

 

今回の調査では、配布数 238部郵送し、有効回収数（有効回答率）は、妊婦 143名

（60.0％）、配偶者・パートナー70名（29.4％）であった。 

 対象の属性は、妊婦のフルタイム就労は 57.1%、配偶者・パートナーは 97.1%であり、

職業は民間企業正社員が共に最も多かった。上の子がいる者つまり子育て中の妊婦は

44.4%、配偶者・パートナーは 41.2%であった。 

職場環境として、働きやすさに関する妊婦の回答では、「働きにくい」27.9%であり、その

理由では、身体的負担のある業務、勤務形態の調整がしにくいが多かった。一方、配偶

者・パートナーでは、理解や配慮に関する回答で、17.9%が「理解や配慮がない」と回答

しており、その理由では、職場の人手不足、収入を減らしたくないが多かった。業務内容

や形態、異動や人員等の調整に関して対応の柔軟さを求めていると考えられる。これらの

結果は、全国調査（日本労働組合総連合会，2023）とほぼ一致している結果であった。働

きやすさと配慮や理解に関する肯定的・否定的回答の理由の割合比較では、妊婦、配偶

者・パートナー共に、職場の理解や雰囲気の割合が高く、それらを求めていることが一部

明らかになった。 

 一方、妊婦の「働きにくい」では、「業務内容の身体への負担」、「勤務形態調整」、「働

きやすい部署への異動」、「人員調整」の割合が高く、配偶者・パートナーにおいても、

「理解や配慮がない」の 1位が「人員調整」であった。妊婦、配偶者・パートナー共に、

業務内容や形態、異動や人員等の調整の柔軟さを求めていると考えられた。 

育児休暇等の制度や取得状況では、妊婦では育児休暇を「取得する」予定が 83.2％、配

偶者・パートナーは育休（育児休業）を「取得する」予定が 36.2％であった。全国調査

（日本労働組合総連合会，2023）と比較して、顕著の違いはなかった。取得期間では、今

回の調査では、妊婦が「6ヶ月以上 12ヶ月未満」40.4％、「1年以上 1年 6ヶ月未満」

29.8％、配偶者・パートナーは、「出産直後から出産後 4週間まで」65.2％、「出産後 1ヶ

月以上 6ヶ月未満」21.7％であった。全国調査（日本労働組合総連合会，2023）では実際

の取得状況、今回の調査は取得予定であるため一概に比較はできないが、妊婦は「半年か

ら 1年未満」で 14.4ポイント高、「1年から 1年半未満」2.7ポイント高であり、配偶

者・パートナーでは「1週間から 1か月未満」32.1ポイント高かった。 

育児休暇や育休（育児休業）を取得しない理由では、妊婦は「収入を減らしたくな

い」、「職場で育児休暇制度が整備されていない」、「自営業で育児休暇がとれない」が同数

で最も多く、配偶者・パートナーでは、「職場の人手不足」、「収入を減らしたくない」、

「自分にしかできない業務や担当がある」の順で多く、全国調査（（内閣府，2021・日本

能率協会総合研究所，2023）とほぼ同様の結果であった。 
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 出産後の就労予定では、妊婦は、「現在の職場に復帰し、そのまま働く（時短、オンラ

イン等の勤務形態などを含む）」82.2％が最も多かった。全国調査（国立社会保障・人口問

題研究所，2023）と比べて就業継続率が高かった。 

里帰り出産予定者は 41.7％（未定者含め 48.2％）であった。全国調査（三菱 UFJリサ

ーチ＆コンサルティング，2018・愛媛大学，2021）が数年前であり、予定と実施の違いが

あるため、一概に比較できないが、他の調査結果よりも里帰り出産の割合は低い可能性が

ある。 

家事や育児を担う者では、「配偶者・パートナー」89.1％、両親または義理の両親であり、

であった。調査形式等異なるため単純に比較はできないが、98.6％の夫が育児を行ってい

る全国調査（内閣府，2021）に比べて、「配偶者・パートナー」の割合が少ない上、全く

行っていない（=「いない（妊婦自身だけが担う）」）者も 6.2％いた。 

出産後の家事では、妊婦の 55.6％が「家事の多くを担ってほしい」と配偶者・パートナ

ーに期待している一方、「家事の多くを担いたい」配偶者・パートナーは 66.7％に留まっ

ており、妊婦の期待と配偶者・パートナーの意向には 11.1ポイントの違いがあった。ま

た、出産後の子育てでは、「上の子の世話をしたい」配偶者・パートナーは 91.4％であっ

たのに対して、「上の子の世話をしてほしい」妊婦は 70.1％であり、配偶者・パートナー

の意向に比べて妊婦は期待していなかった。生活上の世話よりも遊びが中心であることは

全国調査（内閣府，2021）とほぼ同様の結果であった。 

出産に対する不安を持つ妊婦は 75.8％おり、「初めて」と「初期～23週 6日目」が高か

った。子育ての不安では 73.5％おり、「初めて」と「36週 1日目～出産」が高かった。妊

娠による身体の変化では、「初めて」が高かった。 

心理面では、妊娠前と比較して気分がひどく落ち込むことが「ある」者は 33名

（24.4％）であり、そのうち、家族以外の支援を希望する者は 18名（54.5％）いた。子

育ての不安では，「経済的なこと」87名、「育児と家事、仕事との両立」84名が多かっ

た。 

妊婦と配偶者・パートナーの相談先は、「配偶者・パートナー」、「配偶者・パートナー

以外の家族」、「友人や知人」と言った身近な人であり、全国調査（内閣府，2021）とほぼ

同様の結果であった「相談先がない」者はいなかったが、「相談していない・相談するつ

もりはない」には、援助や支援を必要としている者の可能性がある。 

情報の入手方法では、「インターネット・SNS」92.7％、「友人、知人」83.9％、「家族」

69.3％が高く、生活に密着したツールや人が情報源となっていた。 

「病院や助産院など」は情報の入手先 64.2％、相談先 53.7％、「市役所・保健センター

など」は情報の入手先 34.3％、相談先 26.5％であった。情報源であると共に、専門家や担

当者との関わりを経て相談に至っていることが推察された。 
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市に求める支援は、「上の子の預かり（託児）」50.4％、「買い物支援」39.2％、「タクシ

ー等の移動に関する利用助成」34.4％、「家事の手伝い」28.8％の順で多く、子どもの直接

的な支援よりも、生活支援を求めていた。必要な情報では、妊婦は、「妊娠中に利用でき

る制度やサービス」、「おなかの赤ちゃんの成長や健康状態」、「出産までにやっておくと良

いこと」の順で多く、配偶者・パートナーは、「子どもの健康状態が問題ないか知りた

い」、「利用できる制度や支援を知りたい」、「配偶者に対する心身のケア方法を知りたい」

が多かった。妊婦、配偶者・パートナー共に、利用できる制度やサービスの情報を求めて

いた。 

子育て支援に関する要望では、妊婦、配偶者・パートナー共に、「助成・補助金・支

給」、「遊び場」が多かった。 
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